
第３回 独立行政法人都市再生機構のあり方に関する検討会 経営分科会 

平成２２年５月１７日 

 

 

【瀬口民間事業支援調整室長】  それでは、定刻になりましたので、ただいまから第３

回独立行政法人都市再生機構のあり方に関する検討会経営分科会を開会いたします。 

 本日は、お忙しい中ご出席をいただきまして、まことにありがとうございます。私、事

務局を務めます国土交通省住宅局総務課の瀬口でございます。よろしくお願いいたします。 

 本日ご出席の委員につきましては、お手元にございます座席表をもってご紹介にかえさ

せていただきます。なお、慶応義塾大学の土居丈朗委員と石渡委員におきましては、おく

れてご出席というご連絡をいただいております。 

 それでは、会議に入ります前に資料の確認をさせていただきます。お手元の議事次第の

下に配布資料一覧ということでまとめておりますが、本日は資料１、資料１－２、資料２、

資料２－２、資料３、以上５点の資料を用意させていただいております。 

 そのうち、まず資料１－２につきましては、後ほどご説明いたしますが、行政刷新会議

の事業仕分けの結果を受けてアナリスト、あるいは格付け機関等がこの結果に対してのコ

メントを投資家向けに出しているものでございまして、公表を前提しない形でのレポート

になっておりますので、委員限りということにさせていただいております。 

 資料２－２の関係法人についてという資料につきましては、こちらは現在、取りまとめ

を進めております随意契約の見直し計画の案でございます。近々公表を予定しております

が、まだ公表前ということでございまして、非公表の扱いに本日の時点ではさせていただ

いております。 

 資料３につきましては、前回もご議論いただいております機構の見直しにおける主な論

点に係る経営形態別の評価ということで、今回の資料は○○委員のご指導をいただきなが

らつくらせていただいておりますが、前回同様、各委員からの忌憚のないご意見をいただ

くという趣旨で、作成過程にあるということで、この資料につきましては本日委員限りと

いう形の扱いにさせていただければと思っております。 

 それでは、これからの議事進行につきましては、森田分科会長にお願いしたいと思いま

す。よろしくお願いいたします。 

【森田分科会長】  皆様、こんにちは。よろしくお願いいたします。本日は委員の皆様
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には大変お忙しいところご出席いただきまして、大変ありがとうございます。まだきょう

はちょっと寂しい気もいたしますけれども、追々お２人いらっしゃるということですので、

よろしくお願いいたします。 

 それでは、早速ですが、議事次第に従いまして議事を進めさせていただきます。 

 最初に、１の行政刷新会議の事業仕分けの結果につきまして事務局よりご説明をお願い

いたします。 

【事務局】  それでは、事務局から説明をさせていただきます。資料につきましては、

資料１、行政刷新会議の事業仕分けの結果についてというものと、あとは委員限りといた

しまして資料１－２の同タイプのもの、それから間に挟み込んでございますけれども、縦

書きで国会の議事録を委員限りでご用意させていただいております。こちらについてご説

明をさせていただければと思います。 

 まず、資料１をご覧いただきまして、ご説明させていただきたいと思います。 

 １ページおめくりいただきまして、行政刷新会議の事業仕分けが４月下旬に行われたと

いうことでございますけれども、都市再生機構に関する対象事業としては都市再生事業、

賃貸住宅事業、関係法人との取引という主に３つに分けられまして、はっきり言うと、ほ

とんど全部の事業が対象になったということでございます。下にワーキンググループＡと

いうことで、ご所属の仕分け人の方をご記載させていただいておりまして、○印がついて

いる方につきましては当日ご出席をし、評価いただいた方ということでございまして、国

会議員が４名、民間の有識者の方が９名の計１３名の方にご評価をいただいたということ

でございます。 

 続きまして２ページ目。まず、都市再生機構のそれぞれの事業につきまして、行革の担

当部局が論点という形で、事前に仕分けを行う前にご説明されました、その内容でござい

ます。 

 まず、都市再生事業につきましては１番、都市再生事業の実施に係る基準があるんです

けれども、こちらについて明確さに欠けるため抜本的に見直し、客観的な基準を策定すべ

きではないかというのが１つ。 

 ２つ目。事業終了後、政策効果を策定し、以降の判断にフィードバックすべきではない

か。 

 ３つ目といたしまして、土地有効利用事業につきましては、公益性の観点から必要性を

再検証し、地価下落などによる不良債権を抱えることにならないかという３つの問題意識
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が示されたところでございます。 

 同じように賃貸住宅事業につきまして、３ページ目でございますけれども、政策目的、

公営住宅なのか、モデル住宅なのかということを整理した上で、現居住者の居住の安定を

図りつつ、民営化・地方移管等の可能性を検討すべきではないかというのが１つ。 

 ２つ目として、ストック再生・再編で計画が立てられておりますけれども、都市部の住

宅不足の解消という社会状況の変化ですとか、債務圧縮の必要性を踏まえて、さらに国費

を投入して建替えを行うことをどう考えるかという２点のご指摘をいただいております。 

 関係法人との取引につきましては４ページでございますけれども、随契の見直しがさら

に進められていく中で、関係法人を抱えていく意義は薄くなるのではないか。 

 ２つ目として、関連法人からさらにほかの関連法人に業務発注が行われている実態がご

ざいますけれども、それがコストの増大を招いているのではないか。 

 ３つ目、日本総合住生活（ＪＳ）につきましては、既に剰余金の返納を一部やっている

わけでございますけれども、それ以外の関連会社についても同じようにやったらどうかと

いう論点がお示しされたところでございます。 

 ５ページにつきましては関係法人との取引ということで、行革部局で全体的な見取り図

という形でお示しされた資料でございます。 

 結果といたしましては６ページからになりますけれども、まず都市再生事業につきまし

ては、赤字で書いておりますが、当該法人が実施し、事業規模は縮減。またはリスク管理

や事業実施の基準の明確化を速やかに自ら行うということが、評価結果として与えられて

おります。 

 下にとりまとめコメントということで、次の７ページに各仕分け人の方がどのように個

別に評価を行ったのか、だれがどういう評価なのかというところは示されておりませんけ

れども、全員がこのような形で書いたものは７ページにお示しされておりますけれども、

それを受けてとりまとめの議員であります蓮舫議員がコメントということで最後に発表し

たものが６ページの下の部分に書いてございます。 

 都市再生事業につきましては、リスク管理や事業中止の判断など基準が全くないという

ことについて大臣から指示を待つまでもなく、本来ＵＲ側から過去の失敗を踏まえて出す

べきものだと。したがって、法人みずから積極的になるべく早い段階でその基準を出して

ほしいということがとりまとめのコメントとして発表されたところでございます。 

 ７ページは個別の評価でございますので、それぞれご覧いただきたいと思います。 
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 次に、８ページ目は賃貸住宅事業の評価結果でございます。これがまた赤字で書いてご

ざいますけれども、「高齢者・低所得者向けの住宅の供給は、自治体または国に移行、市場

家賃部分は民間に移行する方向で整理」という結論になっております。また後で出てきま

すけれども、下に対象事業の結果が出ているんですけれども、事業の実施は各自治体／民

間の判断に任せるというのは２名で、当該法人が実施というのが１０名。うち事業規模縮

減が１０名、全員ということであったんですけれども、評価結果としては赤字に書いてあ

るとおりという形になっております。 

 とりまとめの蓮舫議員のコメントといたしましては、そのような評価結果ではございま

したけれども、当該法人といってもＵＲを積極的に示しているわけではなくて、高齢者・

低所得者向けの住宅の供給という政策目的の部分と市場家賃部分を切り分ける。その上で

政策目的部分は自治体あるいは国、市場家賃部分について民営化／民間売却／段階的にシ

フトということに集約されているので、その方向で整理してほしいという旨のコメントが

与えられたところでございます。 

 ９ページ目につきましては、その評価のもとになりました個別の仕分け人の方の評価が

書いてあるところでございますので、後ほどご覧いただければと思っております。 

 １０ページ目に関係法人との取引ということで評価の結果が行われております。実際、

スケジュール上は、先ほどの賃貸住宅と関係法人の取引というのは別々の時間に行われる

予定ではあったんですけれども、実際、仕分けの場では一体的に議論をしましょうという

ことが途中で申し上げられまして、賃貸住宅と関係法人の取引については議論としては一

体的な時間の中で行われまして、評価結果としては別々に出てきたという形になっており

ます。 

 その評価結果でございますけれども、赤字で書いてございますが、関係法人との取引関

係の抜本的見直しということで、内容としては競争性を高め、コスト縮減、関係法人の利

益剰余金の国庫返納を含め期限を定め検討し、早々に結論を得るということでございまし

て、蓮舫議員のとりまとめコメントは、積極的に国交省の中から期限目標をつくってもら

って、独法が業務自体を行うかどうかの適否も含めて、民間に委託できるかどうかも含め

て早々に結論を出してほしいということでございました。 

 次の１１ページ目が個別の各仕分け人の方のご評価という形になっております。後ほど

ご覧いただければと思います。 

 １２ページ以降は、この仕分けの結果を踏まえまして私どもの大臣ですとか、いろいろ
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なところからコメント等々が出ておりますので、それをご紹介させていただければと思い

ます。 

 まず、１２ページでございますけれども、翌日に記者の方から大臣に問いかけがあった

内容でございます。仕分けの結果をどう見ていますかということでございますけれども、

大臣からは真摯に受けとめて改善策を講じていきたいと。ただ、１０兆円ほどの負債があ

りますので、幾らで売却できるのか、残すべき事業を何に限定しているのかという細かな

整理なので、この仕分けを受けて、国交省としてもしっかり検討していきたいという旨を

述べさせていただいております。 

 １３ページでございますけれども、また同日、国会でもご質問をいただいておりまして、

それに対するお答えということでございますけれども、大臣の認識として都市機構につい

ては伏魔殿のようなファミリー企業、天下りが多い、随契がまかり通っているうさん臭い

団体ということを言われておりまして、それを競争性のある入札に変えていくというのは

今年中にやりますということです。 

 ただ、民営化というものが果たして成り立ち得るかどうかということは今後も検討して

いかないといけないということでございまして、１１兆円の負債をどう考えるか、高齢者

の方が非常に多いということで、独法としてやり続けてほしい、民営化は絶対に困るとい

う要望も実際のところたくさん承っているところでございます。 

 都市再生事業なんかは、これは委員会の場でもご指摘をいただいている内容でございま

すけれども、例えば民都機構なんかとあわせて一緒にできないかとかという話ですとか、

賃貸についてもＵＲとそうでないものを分けることができないかという検討に入っている

ということでございまして、そういったうさん臭さと大臣が言っている天下りなどファミ

リー、随契についてはメスを入れつつ、制約要因となっている１１兆円の負債ですとか、

高齢者の方の居住の安定ということも踏まえながら、どういう運営形態があるのか見直し

を行っていきたい。委員からもさまざまなご意見をいただいて、アドバイスをいただけれ

ば見直しを進めていきたいということで、この検討会に今後の検討がゆだねられていると

いう状況でございます。 

 さらに１４ページでございますけれども、仕分けの結果を踏まえまして埼玉県知事のほ

うに記者から質問がございまして、高齢者とか低所得者向けの住宅を地方に移管するとい

う結論は出たけれども、県で引き受ける考えがあるのかどうかという旨のご質問に対して

埼玉県知事から、ＵＲが使っていたお金程度をいただければ、引き受けることは可能では
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ないかと。ただ、再開発の関係につきましては、ＵＲのパワーを非常に頼りにはしている

けれどもという話でございまして、借金につきましても、資産と見合う借金であれば、問

題ないのではないかという旨の記者会見がなされたという旨を情報としていただいている

ところでございます。 

 また、縦書きで書いてございますけれども、資料番号等は書いてございませんけれども、

国会でさらに５月１１日に非公表〔委員限り〕ということで、中に資料を挟み込まさせて

いただいておりますけれども、これも同じくまた公明党の高木先生からＵＲの事業仕分け

の関係でご質問をいただいて、私どもの副大臣であります馬淵副大臣からお答えをさせて

いただいている内容でございます。 

 内容は多岐にわたっておりますので、詳しいところは後ほどご覧いただければと思いま

すけれども、枝野大臣とともに私どもの副大臣がお答えをさせていただいているというこ

とでございまして、主立ったところを申し上げますと、３ページ目の下でございますけれ

ども、線を引いてございますけれども、地方公共団体に渡せるのかと。負債はあるし、そ

の負債はどうなるのかということに対して枝野大臣から、自治体に移管をさせていただく

としたら、受けていただけるかどうか、負債の問題をどうするかというのは大変深刻な問

題だということで、取りまとめも地方公共団体または国ということで、必ずしも自治体と

いうことに決めつけはしてないんだと。ここのところは地方分権、地域主権、そして財源

の問題も総合的に議論して、負債の処理をどうしていくかということも含めて丁寧にやっ

ていきたいと。セーフティーネットとしての機能も国の責任で、どこかでしっかりやって

いただくということを丁寧にやっていきたいという旨のお答えをいただいております。 

 また、４ページ目でございますけれども、先ほど仕分けの賃貸住宅の結果のほうで国に

移管ということがございました。それを受けて、自治体または国に移管という話がござい

ました。国営住宅というものがないものですから、国が運営管理をするとなると、そうい

った整理もしないといけませんねということを高木先生からおっしゃられたのと、上段の

ところ、ダイレクトに税金を突っ込まなければいけない部分が増えるかもしれないという

ご指摘についてどうなりますかということでございますけれども、公営住宅との関係で言

いますと、真ん中の段でございますが、家賃引き下げ費用のおおむね２分の１程度を補助

するということになっていまして、移管費用の相当部分は財政負担として残るということ

でございます。公営は２万円ぐらいに対してＵＲの平均は６万９,０００円でございますの

で、少なくともこの半分ぐらいの家賃の関係については費用が発生するということでござ
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います。この関係で枝野大臣からも断定的には結論は出せませんということでございまし

て、今後も個別の団地ごとに状況を分析しながら丁寧にやっていきたいというお答えをい

ただいております。 

 ５ページ目でございますけれども、真ん中のほうでございますが、１つの棟に低所得者、

高齢者が住んでいますが、そうでない方も住んでいると。住宅をとある位置づけをもって

地方に移管するとなっても、個別にはなかなか切れませんので、どうしますかというご質

問に対して、確かに部屋ごとには切れませんので、それは認識している。したがって、丁

寧にやっていかなければならないと。枝野大臣としては、長い目で見れば、税金かどうか

というあいまいな形でやっていくと、いろいろな無駄が発生するんじゃないかという問題

意識を持っているということでございますけれども、短期的には財政が厳しいので、いず

れにせよ丁寧に進めていきたいという旨のお答えがなされたところでございます。こちら

はご紹介でございます。 

 以上、ご紹介をさせていただきました。 

【○○委員】  どうもありがとうございました。 

 それでは、そこに出席された方もいらっしゃるかと思いますが、ご質問、ご意見等ござ

いましたらどうぞと申しましても、あまり委員はおりませんけれども、いかがでしょうか。 

 ○○委員からお願いいたします。 

【○○委員】  特段質問はないんですけれども、委員限りのところの格付け会社ですと

か、証券会社のコメントはなかなか的確だなというのが感想でございます。 

【○○委員】  もうよろしいですか。それじゃ、順番で○○委員から。 

【○○委員】  どうぞ感想を。 

【○○委員】  じゃ、○○委員からお願いします。 

【○○委員】  すみません。遅刻したので、全部聞いてないので、わからないんですけ

れども、実質的にそんなに踏み込んだ仕分けをされてなかったと思うので、わりとそんな

本質的な部分での議論ではなかったかと思うので、あんまり関係ないかなとは思うんです

けれども、多分そうだと思うんですけど。 

 債務の状況について１１兆円ありますというものについて、借りかえのタイミングとい

うか、どれぐらいのボリュームで、どれぐらいのスケジュール感でやってくるのかという

ことをわかってないなと思って、それってもう資料をいただいていましたっけ。もう出し

ていますか。 
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【事務局】  まだこの委員会にも出してないかと思うんですが。 

【○○委員】  ですよね。とあるマクロ経済の学者さんと話をしたときに、その辺の話

を公開されているレベルの話でしたんですけれども、ターゲットとかやってインフレが進

んだとしても、国債に関してスプレッドが上がっていくにはおそらくタイムラグがあるで

しょうと。特に１０年債とか、３０年とかで借りている場合であれば、そんなに簡単にぼ

んぼん上がっていくわけじゃないはずだと。 

 とするならば、ボリュームの問題は、結局、経済の状況で、家賃が普通に市場がインフ

レの状況に追いついて上がっていくのであれば、借り入れとの差額がタームの問題でギャ

ップが生まれる可能性があるんですけれども、長いタームで借りていれば、そこまでのイ

ンパクトはあるんですかねみたいな話をする人がいたんですけれども、その辺の今抱えて

いる最大の問題と思われているものの一つが過大なというよりは、非常にボリュームの大

きな債務になって、とりあえず脅えなければいけないレベルの大きさだとは思うんですけ

れども、それと景気、インフレ、その他の状況の変化についておそらく分析、検討された

ことは今までの議論の中とか見ていると、ＵＲさんの話も聞いたりしてもあんまり感じら

れないなと。 

 本質的にいうと、ある意味、組織の存続可能性を揺るがす非常に重要な問題なので、調

査・検討していてしかるべきかなとは思うんですが、してないんだろうと予測すると、そ

の部分についてもう少し真剣に議論・検討する必要があるんじゃないのかなと。それは借

りかえのタイミングにどれぐらいのボリュームがどうあってというシミュレーションで、

国債のレートがどれぐらい上がっていって、それに対して家賃価格がどういうふうに変化

することが想像されるのかみたいな分析はきっとないんじゃないかなと。逆に言うと、そ

れがない状態で何となくボリュームがあまりにあるので、１％動いたら、さあ、大変みた

いな話を多分やみくもにしてきたと思うんですけれども、確かにもう少し分析的に検討す

る必要はあるんじゃないのかなという気はしました。 

 とはいえ、仮にその問題が大丈夫ですと。大丈夫じゃないと思うんですけれども、大丈

夫ですとしても、そんなにたくさん持っている必要はあるんですかという問題に関しては

しっかり見なきゃいけないだろうということと、あとこの辺は高齢者なり何なりの政策目

的との兼ね合いもあるとは思うんですが、仕分けの中で出ていた議論で、一部事前ヒアリ

ングの段階も含めてなんですけれども、今のＵＲの削減計画というのは人口減少レベルに

合わせた削減計画になっているという前提でいくと、民間も同じぐらいずつ減らしなさい
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という状態の中で、ある種、公的な独法であるＵＲが提供している賃貸も同じだけ減らす

から、民間も同じだけ減らしなさいという立論が前提にあると思うんです。 

 それっていうのは、賃貸住宅市場における減少局面における民業圧迫じゃないかという

指摘をした人がいて、僕も実際、本番ではその話は触れたんですけれども、その辺につい

てどういうふうにお考えになられているのかなと。むしろ民間があって、住居は足りてい

ますという状況の中で減らしていきますということであれば、公から先に減らしていって、

民間さんはそのまま続けていけるようにしてあげるほうが本質的じゃないのかという指摘

だったと思うんですけれども、もちろん高齢者向けの住宅が足りないとか、そういう部分

はまた別途考慮が必要なのかもしれませんが、そこの部分については今までここでの議論

ではあんまりそういう話はなかったので、ああ、なるほどと。そういう観点も検討しなけ

ればいけないなということを仕分けをしている間に思いました。 

【○○委員】  またありましたらどうぞ。では、○○委員、お願いします。 

【○○委員】  仕分けは、私はメンバーだったんですけれども、都合が悪くて現場には

出席できませんでした。結果を拝見すると、債務の問題をどうするかということがなけれ

ば、このぐらいの指摘で終わるということで、そんなものだったのかなという感じがしま

した。ですので、債務の資産評価をこれからどうするのかというのを、この委員会では考

えていかなければいけないということが１つあると思います。 

 それから、どの政策に合わせて、どの部分は縮減できるのかということ。ですから、政

策側もきちんと詰める必要があるし、それに対応する機能としてどういうものは残せるの

かということを考えていくんだろうと思います。それ以外のところは縮減、あるいは民営

化をしていくんだと思います。 

 仕分けの効果としては、大臣にまでうさん臭いと言われたとか、現場でリスク管理が全

くありません、都市の部分ですね、事業中止の判断が全くありませんでしたと言われてし

まうということに対しては、深く反省をすべきだと思うんです。こういうふうに言われな

いようにするにはどうしたらいいかということを、仕分けの効果として受けとめるべき、

と思いました。 

 以上です。 

【○○委員】  ありがとうございます。はい、どうぞ。 

【○○委員】  １点追加させていただきたいと思うんですが、関係法人のところについ

て、前原大臣がうさん臭いという伏魔殿みたいなお話しされているんですけれども、道路
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公団のファミリー企業の場合にはこういった表現はあたるんだろうなと思ってはいるんで

すけれども、ＵＲさんの場合にこの辺の表現があたるのかなというのは私は実はよくわか

らないと思っておりまして、契約関係のところでいろいろ資料を見させていただいて、や

り取りを若干させていただきましたけれども、そういった限りですと、道路公団さんの場

合と、ファミリー企業といっても様相が違うようだなというのが私の直観的な印象です。 

 それから、仕分けの議論のところで、全部随契ではなくてという話になってはいるんで

すけれども、実際に委託されている内容を見ますと、例えばシステムの運用の部分などが

典型かと思うんですけれども、競争入札がなじむのかどうか極めて疑問な領域もあると思

っています。もしＵＲが存続するならばという前提で申し上げさせていただきますけれど

も、その場合に関係法人のところに関して、今、ここで仕分けのような形で、えい、やあ

って簡単に切り捨てていいのかどうかというのは疑問ではないかと感じておりますことを

一言つけ加えさせていただきます。 

【○○委員】  ありがとうございました。 

 私がこれを拝見して気になったことを少し申し上げますと、１つはこの検討会の報告に

対してこの仕分けがどういう影響を与えるのかと。これに大臣は真摯に受けとめるとおっ

しゃっていますけれども、これに拘束されるという言い方はあれですけれども、どのよう

な形でお答えしなければいけないのかという点については、少しご議論いただいたほうが

いいのかなと思っております。 

 それと、もう一点は、この仕分けの結果のメッセージについてですけれども、即全面的

に民営化とか、そういう話で、しかもそれに縛られるということになりますと大変だなと

思っておりましたけれども、そういうことはなかったと理解しておりますけれども、１つ

気になりますのは、今の機構という形での組織の存続、それはこの間の事業仕分けにおい

てはそれはそれでいいというふうに認められたと理解していいのかどうか。部分的には民

営化、その他の話が出ておりますけれども、特に賃貸に関して言いますと、自治体または

国に移行で、市場家賃部分は民間に移行と。これだけ見ますとみんな移行してしまって、

残るのかなという気にもなったんですけれども、その下を見ますと、当該法人が実施とい

うのが１０名の方がいらっしゃって、その後、とりまとめで当該法人はＵＲは積極的に示

しているのではなくということになりますと、これは理解に苦しむところなんですけれど

も、どういうことを想定されているのか。これは幅広くいろいろと解釈しようと思えばで

きないことはないんですけれども、その範囲内でこちらは考えていいのかどうか。その辺
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につきまして、あの場にいらっしゃった方もおられるかと思いますので、少しご議論いた

だいたほうがいいのかなと。 

 もう一つ、ここでこれまで経営形態のほうで議論しておりました点で１つの論点になっ

ておりましたのは、ニュータウンは解消の方向ということですけれども、都市再生と賃貸

事業については別な事業であって、かなり異質なものが１つの組織に入っているのはどう

かということですけれども、これについては積極的に分離をすべきであるとか、するとい

う議論はあったのかなかったのか。賃貸の一部について民営化、自治体ないし国に移行と

いうことなのか、その辺についていらっしゃった方もいて、情報をお持ちだとしたらもう

少し提供していただければと思います。局長もいらっしゃったかと思いますけれども、い

かがでしょうか。○○委員から先に。 

【○○委員】  事業が別々に提示されたので、分けろという議論はそもそも前提にない

というか、それぞれ一つずつの事業として仕分けしなさいという話だったので、例えば都

市再生に関しては民営化しろというのであれば、賃貸住宅事業の話をどうリンクさせるべ

きだとかという話は一切されてないので、両方の関係について議論したということはなか

ったと思います。そうですよね、事務局。 

【事務局】  両方の事業を一緒にして、ＵＲの組織としていかにあるべきかというご議

論はなかったと。今、○○委員がおっしゃったように、それぞれの事業についてどうする

かという議論に終始したということではないかと思います。 

 それから、この検討会におけるご議論に対して仕分けをどう影響させるのかということ

ですが、検討会の議論としては別途の議論を含めてどうするかという、かなり突っ込んだ

議論をしていただいていると思います。先ほど○○委員もおっしゃいましたように、いろ

いろな仕分けのところで少し提起をしてみたんですが、時間の関係もあって、別途の扱い

も含めてどういうふうな組織、あるいは事業の仕方がいいのかというところまでは議論が

進んでいませんから、仕分けの議論は仕分けの議論として頭に置きながら、検討会ではこ

れまでの議論の流れの中で整理をしていただいて、最終的に仕分けも踏まえてどう扱うか

は私どもの大臣以下の政務のところでご判断いただくということかなと思っています。ち

なみに、仕分けの前には大臣までこの検討会での議論の主なポイントみたいなものはご説

明を終えておりまして、実は連休の前に国土交通委員会でやはりＵＲをどうするんだとい

うご質問があったときに、大臣は都市部門と住宅部門が一緒だというのはわかりにくいと

いう話もあるという答弁をされた経過もございます。 
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【○○委員】  今、委員が疑問に思われた評価の多数決とか、数とか、評価の結果です

けれども、この辺は一般論として申し上げますが、ほとんどリンクはないということだと

私は受けとめています。ですから、イメージとして仕分けの評定があって、その結果とし

てのイメージとしての評価結果が出る仕組みになっていると、あくまで一般論として申し

上げておきたいと思います。 

【○○委員】  ありがとうございました。私も前回は仕分けをやったんですけれども、

どうすればいいのかよくわかりませんから、一応、今おっしゃいましたように、そちらは

そちらとして念頭に置きつつ、こちらはこちらとして従来の路線で議論を進めていくとい

うことでよろしいですね。 

 じゃ、ほかにこの件に関していかがでしょうか。 

 もう一つ申し上げますと、自治体または国に市場家賃分野は民間に移行するという趣旨、

意味というのはいろいろな解釈ができるかと思うんですけれども、いま一つよくわからな

いところがありますけれども、もう少しこれについてこれはこういう趣旨だとか、こうい

う趣旨じゃないかという解説をいただけますか。 

【○○委員】  正直、全体の債務構造とか、その債務はどこから借りていてとか、その

辺までは突っ込んだ議論をしていませんから、あんまり関係ないといえば関係ないと思う

んですけれども、ただ、これぐらいいろいろなことに関して民間にという話が出ているの

は事実なので、民間にした場合にとり得る方法についてもう少し検討したほうがいいのか

なという気はします。最終的に幾つかの案が並び立つにしても、そこの中に民間に任せて

しまうんだという案の検討が行われなかったというのはあんまりいいことではないと思う

ので、それはやるべきなんじゃないか。 

 その中で同じ国交省でかつてやった、例えば国鉄清算事業団方式的なものが機能するの

かどうかみたいな議論は、あれがあれでよかったかどうかという評価も含めて行われなけ

ればならないことの一つではないかというふうに、仕分けを終わった後、こういうふうに

なったなというのを受けて、それはやらないといけないんじゃないかという気はしました。 

【○○委員】  わかりました。もう一点だけ伺いますと、これは国に移行の国というの

は一体何を指しているのかというのが。 

【○○委員】  そんなのありましたっけ？  

【○○委員】  あります。評価結果で賃貸事業で、高齢者・低所得者向けの住宅の供給

は自治体または国に移行、市場家賃部分は民間に移行すると。今、民間のほうのご説明は
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そういう趣旨かなと理解できましたけれども、自治体はわからないですし、埼玉県知事は

条件がよければという話は談話で発表されているようですけれども、国に移行というのは

国会の議事録にも出ていたかと思うんですけれども、どういう趣旨の議論がされたのかと

いうのはいかがでしょうか。 

【事務局】  仕分けされたほうがご説明するのも何ですけれども、賃貸について各仕分

け人の評価者のコメントが、資料１の９ページに公表されているものが記載してあると思

います。取りまとめとしては、地方公共団体または国と書いてあるんですけれども、これ

をざっと読んでいただきますと、国で全部国営住宅として引き受けろというご議論は、ど

うもこれを見る限りはないようです。自治体で引き受けたものは自治体にやってもらった

らいいんじゃないかという議論で、国という言葉がどういう格好で入ったのか分からない

んですが、もともと前回の選挙のときに、たしか民主党の公約は独法については国の義務

としてやるべきものは国で引き取って、民間でできるものは民営化するという公約で議論

をされたんだと思います。それが残っているんじゃないかなと思うんです。評価者のコメ

ントの中には、明確に国でやれという人が何人かいるという格好では示されていないと思

っています。 

【○○委員】  議論として国でやるべきだという発言を、その場でされた評価者はいな

かったんじゃないかと思うんです。だから、おそらくは各人の評価シートの中にそういう

ことを書いた人、もしくは丸をつけたとか、そういうレベルの話であって、趣旨としては、

今、事務局がおっしゃったような趣旨なんじゃないのかなと思いますけれども、どうなん

ですかね。わからないです。 

 この仕分けはそういうことでご報告をいただいたということですけれども、先ほど事務

局からお話がございましたけれども、これはこれとして念頭に置きつつ作業を進めると。

そして、○○委員がおっしゃいましたように、民営化については全く無視をするといいま

すか、そういうわけにはいかないだろうということですので、そういうことでこれから進

めさせていただきたいと思いますけれども、よろしいですね、一応これはこれとしてご報

告を受けるということで。 

 それでは、予定の時間が来ましたので、特にないようでしたら、次に（２）の関係法人

について。これにつきまして事務局よりご説明いただきたいと思います。よろしくお願い

いたします。 

【事務局】  続きまして関係法人についてということで、資料２と委員限り、非公表で
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ございます資料２－２でご説明をさせていただければと思います。 

 まずは資料２からご説明をさせていただきたいと思います。 

 関係法人につきましては、一応これまでの会議の場でもある程度お示しはさせていただ

いているところではございますけれども、先ほどありましたとおり、仕分けのところでか

なり議論がなされましたという点と、前回、紹介したときにほかのものとかなり抱き合わ

せ販売で、短時間の中でぎゅうぎゅうに押し込んでお話をさせていただきましたので、あ

まり十分な説明ができていなかったということもございますので、改めてご紹介をさせて

いただきたいという趣旨でございます。 

 資料２を１ページめくっていただきまして、２ページ目からが内容でございますけれど

も、こちらがＵＲの関係法人の概要についてということでございます。きょうご出席の委

員の方々につきましては契約監視委員会にもご出席いただいておりますので、非常によく

ご案内かと思いますけれども、関係会社につきましては全体で２７社、それから関連の公

益法人ということで９法人ございます。ただ、関係の会社につきましては上の段、赤い線

の上でございますけれども、ＵＲが直接出資しているオレンジの部分の会社が１５社、そ

れからＵＲからは出資していないけれども、その会社から出資している、ＵＲからいうと

孫会社的な存在になっている会社が１２社の計２７社という形になっております。 

 会社につきまして、分類としては大きく３つに分かれまして、居住者サービス会社と地

区サービス会社、業務代行会社というものに分けられます。居住者サービス会社というの

は賃貸住宅管理の居住者サービスの提供なり、居住環境の維持向上を図る会社でございま

して、これが日本総合住生活。その下に書いてある６つの会社がぶら下がっているような

状態という形になっております。地区サービス会社につきましては、再開発施設や利便施

設の管理・運営等を行う会社でございまして、基本的にはそれぞれの地域ごとに会社が設

置されているという格好になってございます。業務代行会社につきましては、機構業務の

代行・補完ということでございまして、これは後ほど細かい図が出てまいりますけれども、

孫会社的な関係法人がそれぞれ地域ごと、内容ごとに設立されているところでございます。 

 まず、概要的なもの、細かいデータにつきましては後ほどのページで出てまいりますが、

主立った内容をご紹介させていただきますと財務関係でございます。 

 まず、今回の仕分けでも議論になりました剰余金の部分についてでございますけれども、

一番左の日本総合住生活につきましては平成２１年６月にＵＲに金銭寄附。これも後ほど

細かい内容はご紹介させていただきますが、従前は２１１億円ございましたものが８３億
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円に現在減少しているところでございます。それから、ほかの法人、主立った金額の多い

法人につきましては、記載をさせていただいているとおりでございますけれども、右側の

ほうをご参照いただければと思います。 

 それから、ＵＲとの取引金額という点で申し上げますと、一番左の日本総合住生活につ

きましては金額が最大９８０億円、売上高に占める割合も大体全体の３分の２という形に

なっております。 

 右から２つ目の業務代行会社につきましても５社合計で２４７億円。売り上げに占める

ＵＲの割合で大体９割。それから、住宅管理協会が隣にございますが、金額は２０４億円、

割合も大体９割という状態になってございます。 

 一方で、地区サービス会社につきましては、１５社あわせても大体５億円、占める割合

が１％弱ということで、こちらにつきましては取引という関係ではほとんどないという状

況でございます。 

 人事関係につきましては、この関係法人全体で役職員が大体４,５００名程度、それから

正社員ではない契約社員ですとか、パート・嘱託等が大体１万３,０００人程度いらっしゃ

います。ＵＲにつきまして、本体は大体４,０００人弱ということでございますので、いわ

ゆるＵＲグループとして２万人強というボリュームをご認識いただければと思います。先

ほどの４,５２６人という役職員の中に、２１年７月時点ではＵＲから２３５人の再就職、

天下りの人が行っているという状況でございます。 

 一応この会社の数につきましては、次の３ページにございますけれども、横断的、圏域

別に統合してきたところでございます。平成１３年度末には５８社ございましたが、一応

減らしてきているところではございますけれども、ご指摘いただくところではまだ非常に

多いのではないか、もう少し整理すべきではないかというお話は常々いただいているとこ

ろでございます。 

 次に４ページ目でございますが、随意契約の見直しについてということでございます。

内容につきましては、本日、契約監視委員会にご出席いただいている委員の方がほとんど

でございますので、細かいところは割愛させていただきたいと思いますけれども、まず次

の剰余金との関係でご説明させていただきたいと思いますのは、５ページのそれぞれ表の

中で平均落札率というところがございます。必ずしも同じ事業を発注しているわけでもあ

りませんし、そのときの状況が違うということもあり得るかとは思いますが、年度を通し

ての結果ということについて見ますと、一般競争の場合の平均落札率は大体８割程度とい
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う形になっております。 

 その下、灰色のハッチがかかったところのちょっと上の部分になりますけれども、競争

性のない随意契約の場合ですと、全体の平均は大体９７％という形になっておりまして、

少なくとも平均落札率という点で見ると、非常に差が出てきているというところでござい

ます。一般競争の場合でありましても平均落札率、１者応札の場合ですと、これは一番右

のところになりますけれども、９０％強という形で、複数の者がいる場合に比べますと、

少なくとも高くなる結果として出てきております。 

 下のところ、関係法人との契約につきましても同様な傾向でございまして、一般競争に

つきましては２０年度からしか出ておりませんけれども、大体８５％弱というところでご

ざいますが、随意契約につきましては９６％、７％、８％という水準で、少なくとも平均

落札率という面では非常に大きな差があるというところが見てとれるかと思っております。 

 ６ページ目でございますけれども、これは１９年度以前は競争性のない随契を行ってい

たもののうち、２０年度に競争契約に移行したものを取り出してデータを示させていただ

いているものでございますけれども、これも同じように、一般競争でありますと７０％程

度というものが、全体のほかの競争方式も含めて見ますと、大体９割という形になります

し、①の表の一番左下の部分でございますけれども、一般競争化したもので引き続き関係

法人が受注したとしても８３％という形で、落札率については推移をしているということ

でございます。 

 １者応札につきましても、これも大体関係法人が受注したとしても一般競争であれば八

十数％という状況になっておりまして、少なくとも契約の結果としてはかなり率に差が出

ているところでございます。 

 それから、７ページのところで、委員の皆様方にご出席をいただきまして検討していた

だき、これからも引き続きフォローアップという形で見ていっていただきたいと考えてお

ります。 

 それから８ページ目、本日の中心の議題とさせていただきたいと思います関係会社の剰

余金についてということでございます。 

 ９ページ目、こちらについては既にお示しさせていただいております資料でございます

けれども、まず一番上、日本総合住生活につきましては、後ほど詳しくご説明いたします

が、先ほどありましたとおり、２０年６月に株主総会の決議を経て、機構への１２４億円

の寄附を実施しております。 

 -16-



 では、そのほかの法人はどうなのかということでございますけれども、それぞれどうす

るかということはかつて検討しておりまして、その内容をとりあえずご紹介させていただ

きたいと思います。 

 上から２つ目の日本総合住生活を除く居住者サービス会社でございますけれども、それ

ぞれどのような観点で見たかといいますと、ほかの民間の同業他社の自己資本比率と比べ

てどうかということで、それよりも高いものは返そうという基本スタンスでございます。

そうしたところ、居住者サービス会社の日本総合住生活を除く会社につきましては民間と

ほぼ同水準でありますし、中小企業で所要な社内留保は必要だろうということで、今のと

ころはそのままキープしてあるという形になっております。 

 上から３つ目、地区サービス会社でございますけれども、これは民間の同業他社の自己

資本比率との比較において低水準であるということ。それから、地方公共団体等との共同

出資で設立しておりますので、出資割合が低い。それから、機構以外の株主も多いという

ことで、先ほどありましたとおり、また取引関係もほとんどないということでございます

ので、こちらの会社につきましては経営が安定し、出資目的を達成した会社につきまして

は、地方公共団体等の同意を得つつ、株式の売却を進めていく方針でございます。 

 一番下、業務代行会社につきましては、民間の同業他社（コンサルタント会社）の自己

資本比率との比較においてほぼ同水準であるということで、見直しの方向としては機構み

ずから実施すべき業務をインハウス化するなど業務の抜本的見直しを行って、随契につい

ては競争的な方式に移行していこうというものが、少なくとも約１年半、２年前の方向で

ございました。 

 １０ページ目につきましては、独法整理合理化計画で関連会社等の剰余金を含めた自己

資本の水準を検証の上、これが先ほどの話でございますけれども、機構の政策目的にふさ

わしい活用方策を講じるということで、黄色のハッチがかかっております日本総合住生活

につきましては、先ほど申し上げました民間との比較において自己資本比率が高いという

ことで１４２億円の寄附をしたと。その他の会社につきましては、低い、もしくはほとん

ど同じぐらいだということで、少なくとも当時においては特に返すという判断はしなかっ

たということでございます。 

 １１ページから１３ページにつきましては、今、地区サービス会社なり、業務代行会社

なりということでまとめさせていただいているものの各会社別のデータをお示しさせてい

ただいているところでございます。こちらはその判断がなされた１９年当時のデータでご

 -17-



ざいます。ということをお断りさせていただければと思います。 

 次に、日本総合住生活における寄附の具体的な方法、どういうプロセスをたどったのか

ということをご紹介させていただきたいと思いますので、１４ページをお開きいただけれ

ばと思います。 

 まず、先ほど申しました独法整理合理化計画が１９年末に決まりまして、関連会社等の

剰余金を含めた自己資本の水準を検証の上、機構の政策目的にふさわしい活用方策を講じ

なさいというご指摘がなされましたので、２０年６月に日本総合住生活の株主総会におい

て、積立金――基金ということで９５億円を「団地生活安全・安心・快適サポート」とい

うことで活用することを決議したところでございます。 

 しかし、その後、まず２０年１２月１日というところを見ていただければと思いますが、

「日本総合住生活をはじめファミリー企業に蓄積した剰余金、積立金については、国の寄

与分を国民全体に還元する観点から、ＵＲの寄附について、株主等の利害関係者の同意を

得なるなど調整しつつ、スケジュールを明示して早急に進めるべき。」という話がございま

したので、その決定がなされる直前でございます１１月ぐらいから、使途を先ほどござい

ました「安全・安心・快適な居住環境づくりや住生活の向上など団地環境整備を通じた団

地居住者への還元」に特定して、ＵＲに金銭寄附を行うことについて他の株主に打診を行

って、個別に交渉をずっと行ってきた。そして、２１年６月の株主総会で１２４億円の金

銭寄附を決議したということでございます。 

 次に１５ページでございますけれども、関係法人の剰余金について法的な側面から見た

ときにどういう課題があるのかということでございますけれども、この点については認識

は少なくともしておかなければいけないということでご紹介させていただければと思いま

す。 

 上のほうは金銭寄附という形でございまして、左が国庫に納付する、右側はＵＲに金銭

寄附するということでございますけれども、方法といたしましては、オレンジのハッチが

かかってございますが、関係会社の株主総会において剰余金の寄附を決議。これは普通決

議ですけれども、する必要がございます。注意しなければいけない点としては、緑色の部

分でございますけれども、ＵＲ以外の一般株主から著しく不当な決議がなされたとして、

決議取消請求がされる可能性がないとは言えない。 

 ２つ目。その決議に賛成した会社の取締役につきましては、その会社の株主から本来得

べかりし利益を喪失したという理由で、株主代表訴訟を起こされたりとか、特別背任罪に
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問われる可能性がないとは言えないということでございます。 

 それから、ＵＲへの金銭寄附。関連会社ということで申し上げますと、利益供与を受け

た方ですとか、利益供与を行った取締役に財産返還義務や罰則が適用される恐れがあった

り、特に特定株主に対して無償で財産上の利益供与をした場合には、株主の権利行使に関

する利益供与――会社法で禁止されているものですけれども、これにあたると推定される

という点にも留意する必要がございます。 

 もう一つ、金銭寄付という形ではなくて、配当という方法もございます。それは具体的

にはオレンジの部分、関係会社の株主総会で普通決議をする。もしくは中間配当であれば、

取締役会決定でも可能ではありますけれども、この場合につきましては剰余金のうち、Ｕ

Ｒ関連以外の持ち分に対応した分については、当然、配当でございますので、一般株主に

還元されるということに留意しておかなければいけないということかと思っております。 

 次に、１６ページから１７ページにつきましては、それぞれ現在の関係法人、関連の公

益法人につきまして、出資関係がどうなっているのか、取引の関係がどうなっているのか、

剰余金がどの水準にあるのか、それから人的関係がどのような水準にあるのかということ

を、データとして一覧にさせていただいているものでございます。内容につきましては先

ほどご説明させていただいたとおりでございますので、詳細な説明につきましては割愛さ

せていただきまして、後日ご覧をいただければと思っております。 

 １８ページでございますけれども、関係会社の議決権の割合と剰余金の金銭寄附という

ことでございますが、下に表として議決権の比率と、ＵＲ関係以外でその他の株主が何人

いるのかということをお示しさせていただいております。先ほどもありましたけれども、

関係会社が株主に使途目的を特定せずに金銭寄附をするということは会社法で禁止されて

いる株主の権利の行使に関する財産上の利益供与に該当する恐れがあるということ。また、

それから不当決議の取り消しの訴えを提起される恐れが大きいということでございます。

こちらはなかなか困難であろうと。 

 したがって、前回の日本総合住生活のときもそうでございますけれども、少なくとも寄

附金の使途が特定されて、その寄附金がその使途どおりに使用されることを確実に担保す

る仕組みを構築する必要があるということでございまして、具体的には、株主総会におい

て、剰余金の処分案として、使途目的を特定した金銭寄附を行う必要がある。かつ訴訟リ

スクを避けるためには、全員の同意をいただいていることが望ましかろうと考えておりま

す。その全員の同意を得るためということでいいますと、一番右側の欄にございます株主
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の方に個別にご相談して、ご了解をいただくというプロセスが必要だということでござい

ます。また、議決権比率に応じまして、当然、やりやすいところ、やりにくいところが出

てこようかと思っております。 

 １９ページから２０ページ、２１ページにつきましては、それぞれ関係法人への出資比

率ということで、各関係法人につきましてどのような会社が出資しているのか。民間会社

につきましては個別にお名前を出すわけにはいきませんので、属性と会社数という形でま

とめさせていただいておりますけれども、それぞれ個別にお示しさせていただいておりま

す。黄色の部分はＵＲが出資している部分、青っぽい部分につきましてはＵＲの関係法人

が出資している部分で、持ち合いということでございます。白い部分がその他の株主でご

ざいますので、全体像としてはぱっとご覧いただけるとおりとなっております。 

 その表をまとめましたのが２２ページになっておりますが、関係会社の出資相関図とい

うことで、非常に複雑な図になっておりますが、これが全体の都市再生機構と子会社の間

の出資の相関を示したものという形になっております。 

 見ていただきますと、左側の下、緑色の丸になっておりますＵＲリンケージ等々業務代

行会社の間で非常に持ち合いがなされているということと、右側の日本総合住生活の下に

居住者サービスの孫会社が６社ございますけれども、これの間でそれぞれ持ち合いがなさ

れている構造が見てとれるかと思っております。 

 続きまして２３ページでございます。配当という方法ももう一つあるわけでございます

けれども、現在、２０年度ということでいいますと、剰余金がある会社は２７社。北総鉄

道はちょっと赤字でございますが、それ以外の２７社。それから、２０年度に当期利益が

あったかどうか、プラスだったかどうかということについて見ると、２４社が黒字だった

ということでございますが、現在、配当を出している会社は４社ということでございます。

それぞれの会社の配当に対する判断というものがあろうかとは思いますけれども、少なく

とも事実関係としては、現在、配当を出している会社は４社という形になっているところ

でございます。 

 ご説明につきましては以上でございます。 

【○○委員】  どうもありがとうございました。それでは、ただいましていただきまし

た説明につきまして、どうぞご自由にご質問、ご意見等を発言していただきたいと思いま

すが、いかがでございましょうか。 

【○○委員】  関連会社ですけれども、資本構成までは把握していなかったんですけれ
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ども、今回、ＵＲ以外のところの出資者も明示されまして、この辺の整理はかなり大変だ

なということを改めて感じるところです。 

 あと、それから気になるところは３ページの記載なんですけれども、３ページの右側の

ところに地区サービス会社、業務代行会社、居住者サービス会社のそれぞれ意義が書かれ

ているんですけれども、先ほど私が申し上げたことではあるんですけれども、例えばここ

を読みますと、業務代行会社は本来機構が実施すべき業務を代行というふうになっている

んですが、先ほど申し上げたような基幹システムの運営業務などは、本来機構が実施すべ

きと言えるかと思うんですけれども、そうではない業務も代行されるといいますか、請け

負うような形になっていることが実態と私は理解するところでして、要はここの表現が事

実かというと、必ずしもそうではないのではないかなと感じるところです。 

 それから、あと居住者サービス会社とか、地区サービス会社に関してですけれども、私

は何人かのＵＲに現在お住まいの方にお話を聞く機会を得たんですけれども、あるいはＵ

Ｒに住んでいらした方も含めてですけれども、皆さん、住居に対して不満は述べられない

んです。要は一般と比べると、サービス水準がかなり一定レベル以上のものが提供されて

いるということだと思うんですけれども、逆を言うと、そこまでのレベルを提供する必要

があるのかというところも議論になってくるのであろうなと思いますことを感じていると

いうことをお伝えしておきます。 

【○○委員】  ありがとうございました。ほかに関連会社ということで。○○委員、ど

うぞ。 

【○○委員】  契約監視委員会のほうでも見てですね、少なくとも過去、非常に多くの

随意契約が締結されていったことは事実ですので。また、最近いろいろ報道されているの

を見ると、契約監視委員会でも見つけられなかったなというのもあったりとかして、根が

深い問題なんだなという認識は持っていますけれども、今後、将来に向かっては契約監視

というか、こういう競争を監視していくシステムが機能すればという前提ですけれども、

機能すれば随契も、だったらもっと早く減らせよという話もあるんですが、大幅に減るわ

けだし、競争性も担保されていく形になるので、関係会社があろうが、なかろうが、競争

になれば仕事がなくなっちゃうわけですから。だから、そういう意味では、監視をすると

いうことのほうが大事なのかなという感覚ではいます。 

 ただ、そうはいっても整理できるものは整理すればいいと思いますし、とはいってもこ

こで雇っている人たちもいるので、それとの兼ね合いをどうするかということで見れば、
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競争性を突き進めていくというのが大事で、整理できるものはその範囲で整理しなさいと

いうことでやっていくことなのかなと。 

 １つ、それをやると懸念されるのは、剰余金がたまっていて、お金がそこにあると、業

務があんまり受けられなくなってきているにもかかわらず、その剰余金が結局、組織の存

続に使われてしまう可能性が高くなるのではないか。少なくとも競争が進めば、今までの

ような発注はできなくなる可能性はあるし、値段も下がってくるはずですから、そういう

意味では抱えられなくなってリストラを進めていくはずになるんですが、お金がたまって

いると、それを使っちゃう可能性は十分にあり得るので、剰余金の回収に関してだけは早

くやらなきゃいけないのではないかと強く感じております。 

 そのやり方に関しては、いろいろああだ、こうだ、株の持ち合いの話をされていました

けれども、大部分は関連会社であるというか、ＵＲ関連が持っているという事実は変わら

ないので、もう売っちゃいましたみたいな会社は別にして、関連会社は関連会社の株主権

利行使もしくは意思決定に関してはこの方針をとりなさいということを省庁で決めれば、

少なくともこの部分に関しては賛成がとれるんです。それがとれない理由ってあるんです

か。それを質問したいんです。多分とれると思うんです。だとしたら、配当でも何でもや

れば、反対する株主さんだって配当は受け取るわけですから、何か問題があるのかという

部分でいうと、全然問題を感じないんです。 

 それと、あと同業他社の自己資本比率がこうですみたいなものがほんとうに正当な理由

になるのかという部分についても、もう一回検討される必要があるでしょうと。何を見て

それを決めたんですかという部分についての検証は必要で、少なくとも日本総合住生活が

二百何十億円中１２０億円返しました、あと８０億円とっておきますというのも、ほんと

うにそれは８０億円とっておく合理性はあるんですかという部分は全くわからないので、

ここに関しては少なくとも今までのいろいろな部分でたまってきているものですから、結

構厳しいスタンスで臨む必要があって、これから先も生き長らえるために必要なんですみ

たいな話はあんまり通用しない話なのではないかと思います。 

【○○委員】  ○○委員、どうぞ。 

【○○委員】  今の○○委員のご意見は私も全く同感でして、いかに公正な取引をして

いるかということを、これまでもほんとうはもっときちんといろいろな形で証明してみせ

なきゃいけませんでしたけれども、今後を考える検討会なので、今後のことを考えるなら

ば、取引の公正性をいかに証明するかということに努力を払わなければいけないというこ
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とだろうと思います。確かに関連会社も株式会社ではあるので、しかるべき利益を上げな

ければならないという合理性は持っているんでしょうから、全く収支相償でやれというこ

とはまた違うと思います。 

 ただ、極端に言えば、昨今のＵＲ以外でもそうなんですけれども、独法全体で、俗に言

うファミリー企業というのは独法が税金をいろいろな形でもらった、そのお金を使って、

独法は利益相償なので、有利な形で関連会社にたまり金を移しかえて、そこで禄をはんで

いるのではないかという批判な訳です。独法という表のところには、当然、利益が上がっ

たなんていうことを表ざたにできないというか、そういう運営をせよと言われているわけ

ですから、それを関連・関係会社に移し替えをしているのではないかという疑念を抱かれ

ていると。 

 そういうやり方で取引しているわけではないということは、今後については少なくとも

きちんと証明してみせられるだけの客観性、それは○○委員がおっしゃったように、競争

性をいかに担保するかということも１つの方法でしょうし、さらには、別に競争相手がな

かなか現れないということだとしても、仮にＵＲが会社法が適用されるような環境に置か

れても背任とか、そういうことで追及されることのないようなレベルの客観性を持った関

係会社との取引であるというふうに見てもらえるだけのものがあれば、仮に関係会社で利

益が取引において上がっていたとしても、それは当然、関係会社も株式会社である以上、

利益を追求していいわけですから、そこは公正に認められた利益であると言えるだろう。

そこでＵＲがどういう組織形態であろうとも、ＵＲとの取引において利益を上げちゃいか

んというわけには、さすがにそれは言い過ぎだと思いますけれども、不相応に利益が上が

るということではいけない。逆に言えば、ＵＲはそれだけ損をしているということなわけ

ですから、そういうことのないようにする仕組みが今後必要なのではないかなと思います。 

【○○委員】  今、２人の委員もおっしゃいましたけれども、１５ページで、結局、金

銭納付の場合には不利益をこうむる株主が出るので、もめごとがあるかもしれないけれど

も、配当ならできる、と書いてある。上の部分はかなり難しいとかって書いておられるん

ですけれども、１４ページでは、結局、金銭寄附は決議できたわけですよね。何でこんな

に１５ページで自己防衛的なことを書かれるのかなという感想を持ちました。 

 それともう一つ、関係会社についてですが、ＵＲが独法である限り、URが５０％以上持

っている会社が民間と自己資本比率を比べるというのは私はナンセンスだと思うんです。

だから、そこで突然、民間と比べるという発想自体が私はとても不思議です。 
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 それともう一つ、コメントとしては、２２ページは、多分これをつくられた方はとても

ご苦労されたと思うんですけれども、どんな会社でもこのぐらいの複雑さにはすぐなるん

です。だから、この表で驚かそうとしないでください。 

 以上です。 

【○○委員】  ありがとうございます。私、○○委員に教えてもらいたいんですけれど

も、今の話で、競争原理で、透明性で、株式会社で利益を追求するのは結構だとおっしゃ

っているんですけれども、剰余金についてはどうお考えですか。 

【○○委員】  これまでのですね。これは当然、関係会社、株式会社だから、株主から

訴えられる可能性があるということなんだけれども、ＵＲは株式会社ではないので、今の

ところ彼らに利益を供与したということについて背任とか、もちろんあり得る部分はある

わけですけれども、少なくともあれは不当な利益の供与であって、それはむしろＵＲとし

て取り返せというふうに国民から訴えられることが想定されてないという、ある種、株主

から訴えられる可能性はあるけれども、ＵＲの株主はいない、そのかわりの国民からＵＲ

が訴えられるということを想定しにくいという非対称な状態になっているということであ

れば、これまでの取引における剰余金をむしろ第三者的にきちんと検証して、ほんとうに

適切な取引で得た利益なのか、そうでないものなのか。 

 むしろ私は自己資本比率という話から見るよりは、その取引が契約した金額が妥当なも

のであったかどうかということと比較した上で、不相応に利益を上げていた、その結果と

して得ていた剰余金であるということであれば、それは返還していただくというか、むし

ろそういう形で関係会社の株主の方々にご納得いただかないといけないだろうと思います。 

【○○委員】  今、意見を少し伺って、多分やるべき手順としては、まずは幾ら残すん

ですかという話があるだろうと。それは類似会社と比較してという話ではおそらく全然な

くて、これまでこれだけの利益がたまってきているわけだから、これぐらいは必要最小限

という判断を何らかの基準に基づいてやるんでしょうと。 

 ただ、１点重要な問題として、過去、非常に多くの随契が締結されていったというのは

事実ですから、これだけのお金はここにためちゃいけなかったかもしれないということが

大前提にあるわけなので、極力小さい金額にすることをまず考えなきゃいけない。そのた

めの基準というのは、極力小さくするためにはどう考えるのかということはしっかり議論

して決めなきゃいけないだろうというのが１点です。 

 残す金額が決まったら、後は返すという話なんですけれども、返し方は配当ならいいみ
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たいな話をしましたけれども、よく考えると、これは持ち合いをやっているので、ぐるぐ

る回っちゃう可能性があって、非常に面倒くさい話になるので、ポイントは関連会社以外

の株主が関係しているのはどこなのかという話で、その株主さんもこのお金がどうやって

たまったのかということは知っているはずだ思うので、そこは個別調整をして、株を買い

取る何なりという作業でも何でもして、整理したらどうかなと。それができない場合はそ

の人にだけ配当を出すというのは、若干、株主平等原則の観点から問題はあるんですが、

課税の問題とかもあるので、何らかの方法を考えるにしても、各会社からは関連会社相当

の比率の部分に関しては直接納付するべきだなという気はします。どんな方法がとれるか、

リーガル的に若干難しいとは思うんですが、そんな気がしなくはないなと思います。国庫

へ返すのは会社の意思決定としてできると思うんですけど。 

【○○委員】  むしろ、事務局に質問があるんですけれども、よろしいですか。 

【○○委員】  どうぞ、どうぞ。 

【○○委員】  要は一生懸命会社法を、現行の会社法にそぐう形で配当で対応しようと

いうご努力はわかるんですが、ＵＲないしはＵＲ関連会社以外の関係法人の株主で、ＵＲ

ないしは本省の方針に反対の意思を表明されたような株主の方はおられたんでしょうか。

そこを確認します。 

【事務局】  ＪＳの剰余金をＵＲに寄附していただくに当たっては、１８ページの株主

構成の中にございますように、ＵＲの関係法人以外の株主は１５株主いらっしゃいました。

この株主の皆さんは金融機関ですとか生命保険、保険会社ですとか、そういったところで

ございましたが、個別にＵＲから各株主に趣旨をご説明いたしまして、寄附という形で対

応できないかということをお願いして回ったわけでございますが、最終的にはご了解をい

ただきましたが、途中過程におきましては、それぞれの会社において顧問の弁護士さんと

も相談されて、特定の株主に対して寄附をするということについては、それぞれの会社の

中で株主に対する説明が難しいといった反応をされた会社が何社かございました。 

 議論は、何度かやり取りをさせていただきまして、実はＪＳにつきましては発足したと

きに、もともとはＵＲに出資規定がなかったんですけれども、こういうＪＳのような仕事

をしてもらうために、わざわざ法律改正をして出資規定を入れたというもともとの経緯が

ございます。その際の法律を審議した国会の附帯決議で、こういう趣旨で出資規定を設け

て会社をつくる以上は、その会社は基本的にどんどん利益を出すということを目的にして

いるものではなくて、あくまでも居住者のサービスの向上とか、そういった観点からつく
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られる会社であるということを十分踏まえるようにといった附帯決議がされております。

そういう設立の経緯等もご説明して、しかもＪＳに最終的には自社株の引き受けの枠もと

りまして、どうしてもご了解いただけない場合は自社株として取得しますということもご

提示して、ご了解をいただいていった経過がございます。 

【○○委員】  この議題について時間が予定よりもオーバーしておりますけれども、基

本的にこちらの委員の方のご意見でいいますと、きちっとした取引の公正さといいましょ

うか、オープンな形で取引が行われるようにすべきであるということだと思います。 

 今の剰余金の話につきましては、多数のご意見かどうか知りませんけれども、不自然な

存在である、なるべく減らしていくという、これはそういう形である程度方向を示されて

おりますけれども、そういうふうにすべきであるということで、きょうのところはそうい

うご意見が多かったと思っております。私自身、この仕組みについていま一つよくわから

ないところもあるんですけれども、営利だけを目的としない形で組織をつくっておきなが

ら、一応形として株式会社にしているというところの不自然さがあるのかなという気がし

まして、これはもう少しきちっと、こういうものであるならば、あるものとして法的な整

備といいましょうか、形を整えたほうが、ほかのところも関連してもいいのではないかな

というのは個人的な意見です。 

 いずれにしましてもこれはこれでよろしいでしょうか、この件は。はい、どうぞ。 

【○○委員】  １点だけですけれども、剰余金を整理するに当たってなんですけれども、

そもそもＵＲをどうするかという話があって、それで関連会社をどうするのかという話が

あって、そこのところで関連会社のリストラをどうするのかといった順序になるというふ

うに私などは思うということは一言言っておきます。 

【○○委員】  それはそのとおりかと思います。ＵＲの関連会社との関係を整理して、

ＵＲの形をもう一度見直せというのが仕分けからも出ていたところだし、ここの中でも出

ていた議論だと思います。 

【○○委員】  その整理のときに剰余金と出資金を分けて考えて、剰余金の分け方と出

資金の分け方はまた違うと思うんです。剰余金は、事務局が説明してくださった附帯決議

があるから、結果としてＵＲなり、国庫へ寄附するということにあんまり抵抗はないわけ

ですよね。 

【事務局】  ＪＳの場合はそういう形でした。 

【○○委員】  申し上げたいことは、剰余金の整理をまず考えるべきだと思いました。 
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 また意見としては、国庫への直接納付を考えるよりは、まず負債もたくさんあるわけで

すから、ＵＲの負債をどうやって埋めるのかというのを考える手はずにするべきなんじゃ

ないかなと私は思います。 

【○○委員】  いろいろと議論が拡散しそうな感じもしますが、今の点に何かございま

すか。 

【事務局】  いずれにしましても関係法人とＵＲとの関係も当然考えていかなければい

けないことでございますが、契約関係につきましては両者の関係がどうあれ、透明性を確

保するという観点での見直しを進めていくということがまず大事かと思っています。 

 剰余金につきましても、もちろん他の株主の方との協議ということが出てまいりますが、

○○委員ご指摘のとおり、一方でＵＲには多額の負債も、繰越欠損金も抱えている状況で

ございますので、どういう形でやればそれをＵＲに戻すことができるかということを早急

に考えていきたいと思っています。 

【○○委員】  では、この話はこれくらいにさせていただきまして、次に３番目の議題

ですけれども、経営形態別の評価についてということで、これにつきまして事務局より説

明をお願いいたします。 

【事務局】  時間の関係もございますので、手短にご説明をさせていただきたいと思い

ます。資料３でございますけれども、前回、かなり大がかりな表でお示しをさせていただ

いておりましたが、○○委員のご指導もいただきまして、多少見やすい形に整理させてい

ただいております。まだ委員からのご指摘を十分踏まえていないところもございますので、

まだ不出来な部分はあろうかと思いますが、その点につきましてご容赦いただくとともに、

またご指導を賜れればと思っております。 

 まず冒頭、留意事項でございますけれども、事務局の責任で内容につきましては選択肢

を検討会で選んでいただくために議論として作成したものでございますので、現時点で検

討会としてこうだというものではないということを、あらかじめまたご了解をいただけれ

ばと思っております。 

 まず、１ページ目でございますけれども、経営形態のオプションについてということで、

どのようなパターンが考えられるかということでございますけれども、まず左と右という

形で見ていただきますと、ＵＲが全部を担うのか、一部を担うのかというところでござい

まして、順番として逆なのかもしれませんが、民間事業者が実施する部分なり、地方公共

団体が実施する部分、その残りとしてのＵＲが担う部分はどういう部分なのかということ。
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それから、今度、縦の関係でいいますと、ＵＲを官に近い組織ということにするのであれ

ば、特殊会社（株式会社化）というものが志向されますけれども、逆に民に近い組織とい

うことにするのであれば、完全民営化というものが最終的に志向に入ってくるであろうと

考えられます。 

 また、次のページでございますけれども、政府の関与と事業の自由度ということで軸を

張ってみますと、現在は政府の関与が大きく、事業の自由度は低いということでございま

すけれども、これが株式会社になりますと、政府の関与は少ないかわりに事業の自由度が

高いということになりますが、これを目指すに当たって、①事業の自由度が低いままに政

府関与を少なくすれば、上のほうにございますけれども、破綻するかもしれない。②政府

の関与が多いままに事業の自由度を高めれば民業圧迫になることが、下のほうでございま

すけれども、懸念されるということでございまして、株式会社化（民営化）する場合には、

事業の自由度と政府の関与のバランスをどうとっていくかということについても考えをめ

ぐらせなければいけないということかと思っております。 

 続きまして、今度、横になりますけれども、どういう形で民間事業者なり、地方公共団

体が担う部分があるのかと。それから、ＵＲの形態としてどのようなパターンが考えられ

るのかということにつきまして、とりあえずこれまでの議論をいただいたところも含めて

思いつくところを記載させていただいております。 

 民間事業者に譲渡という部分につきましては、主に都心部の家賃が高額な住宅というパ

ターンですとか、黒字の住宅を全部譲渡してしまう。いずれにせよ経営、金銭的な観点と

いう形になるのかなというふうに思っております。 

 地方公共団体に譲渡する場合には、金銭、金という観点よりは政策的な観点ということ

で、１番として公営住宅階層の方が多く居住する住宅ですとか、あとは高齢者向けの住宅

という政策的な観点という見方があるんだろうなと思っております。 

 また、ＵＲにつきましては、これまでご議論を多々いただいておりますけれども、パタ

ーンとして完全民営化、それから特殊会社で民間の出資があるもの、逆に民間の出資がな

い全額出資の特殊会社、それから独法または国という形で書いておりますけれども、何ら

かの公的な主体というぐらいのパターンが考えられるのかと思っております。右のほうは、

それぞれ細かく定義をどう定めるのかというところも最後では問題としていろいろありま

すということでございますが、主立ったところは次のページからでございまして、一番上

のところにそれぞれ論点ということでまとめさせていただいております。 
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 大きくはローマ数字のⅠとⅡ、Ⅲという形に分かれておりまして、ローマ数字のⅠは政

策からの要請に応えられるのかどうか。 

 ３ページ後のローマ数字のⅡでございますけれども、組織としての要請に応えられるの

かどうかということで、これにつきましては英数字のところに１.、２.、３.ということで、

それぞれ３つごとに分類させていただいております。 

 最後にローマ数字のⅢということで、実現可能性からのアプローチということでどうい

うふうに見られるかという紙を追加させていただいておりまして、同じような表が計７枚

ついている格好になってございます。 

 まずはローマ数字のⅠ、政策からの要請に応えられるかということで、住宅政策からの

要請ということでございます。内容としては高齢者向けの住宅の確保ですとか、民間では

必ずしも居住の安定確保ができない方の居住の場になり得るのかどうか、それから既存の

居住者の居住の安定性が維持されるのかどうか、団地再生が行われるのかどうか等々が考

えられます。 

 まず、横に流してみていただければと思いますが、民間事業者に譲渡するとなった場合

には、自然体では民間事業者が基本的に住宅政策をやるインセンティブもなかろうという

ことで、入居制限ですとか、契約更新時につきましては、少なくとも低所得高齢者などは

家賃が上昇する恐れがあるということは否定し切れないのかなと思います。ただ、譲渡条

件なり補助等のインセンティブを与える制度を構築すれば、それがクリアできるかもしれ

ないということでございます。 

 地方公共団体に譲渡するということで申し上げますと、住民生活により密着した政策の

実施、それから既に公営住宅などをやっておりますので、他の公的賃貸住宅と一体的な政

策実施が可能というメリットはあろうかと思いますけれども、逆に言うと、地方という主

体でございますので、国の住宅政策が確実に実施される保証はないのかなと思います。ま

た、特に公営住宅として譲渡するということであれば、公営住宅としての入居要件が要る

ということで、収入超過者については退去を求められるということもございますし、高齢

者向けということであれば、高齢者じゃない方については居住の安定性がどうなるのかと

いう話もございます。 

 ＵＲについていいますと、資本関係なり、直接ガバナンスに基づいて一定程度政策課題

の要請にこたえさせるということについては可能ではありますけれども、特に検討会の場

でもご指摘をいただいておりますが、投資判断などに経営の観点を考慮するようになれば、
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政策からの要請にはこたえにくくなるという点はあろうかなと思っております。 

 次のページ、２.でございますけれども、都市政策からの要請ということでございます。

民間事業者、地方公共団体にゆだねるということでいいますと、自然体では民間事業者は

なかなか政策にこたえるインセンティブはもちろんないでしょうし、地方公共団体は補完

する立場にもなかろうと。大規模災害などへの対応もなかなか難しいだろうということは

言えるのかと思います。地方公共団体につきましても実績が少ないということでございま

すし、みずから体制を整備するのは非効率という面もあろうと。そもそも地方には民間事

業者が少ないという点もあろうかと思います。 

 ＵＲがやる場合については、先ほどと同じですけれども、資本関係等にもとづいて政策

からの要請にこたえさせるということでは可能でありますけれども、逆に民間との役割分

担という観点で事業の対象の絞り込みですとか、ガバナンスの強化、第三者的な観点から

の事業評価をどういうふうにやっていくのかということを検討しなければならない課題と

いうふうになってくるかと思っております。 

 次に、３.国の財政負担からの要請ということでございます。縦にご覧いただければと思

いますが、メリットとしては少なくとも民間事業者、地方公共団体に譲渡するというふう

になれば、譲渡収入分は当然でございますけれども、それを債務の返済に充てるというこ

とで、国の財政負担の残高が減少するということになるだろうと。ＵＲがもし持続不可能

なのであれば、今、損を出したとしても長期的に得になるかもしれないということ。民間

事業者に出した場合には、収益の一部は税収を通じて国に還元されるという面もあろうか

と思います。また、ＵＲにつきましても、完全民営化なり特殊会社で、民間からの出資を

もらうということであれば、株式の売却分は国の財政負担の残高も減少できるメリットも

あろうかと思います。 

 一方でデメリットについていいますと、これが最大ではあろうかと思いますが、ＵＲが

計上している資産価値に見合う価格で譲渡ができなければ、追加的には負債解消のための

国の財政負担が発生してくるということでございまして、特に経営的な観点で譲渡すると

思われます民間事業者につきましては、都心部の家賃が高額な住宅についてはそれが収益

源になっているというのが現実でございますので、赤字の損失補てんなり、欠損金の解消

に充てられないので、国の財政負担が増大するかもしれない。特に黒字の住宅を全部やっ

てしまうと、残りは赤字の住宅だけになりますので、国からの損失補てんの金額としては

おそらくそれが最大になろうかと思われます。 
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 また、地方公共団体に譲渡するということでいいますと、資産価値に見合うかどうかと

いう点もありますけれども、当委員会で行ったアンケートの結果に基づけば、無償譲渡な

り維持管理に対する補助を求め、お願いしたいということもかなり意見としていただいて

おりますので、そういうことに応えようとすると、国の財政負担は増大するかもしれない。 

 公営住宅として譲渡しようとしますと、公営住宅に対する補助制度が現在ございます。

ＵＲ向けの支出は減少するかもしれませんが、そちらに向けての支出が増大するというの

で、トータルでは増えるかもしれない。 

 高齢者向けの住宅については、先ほど申し上げた補助制度の創設なりというのが求めら

れれば、一方で国の財政負担が増えるかもしれない。 

 ＵＲにつきましても、現行のままであれば今のところ自分で払えている状態ではありま

すけれども、将来の金利上昇に伴う利払い負担増に耐えられなければ、金利の上昇のリス

クは国が抱えているという状態になりますので、国に追加的な財政負担が発生する。また、

これを完全に公的な主体でやるとしても、政策からの要請は公費で措置するということに

なろうかと思いますが、その場合にも国からの財政負担は増大することになろうかと考え

ております。 

 ローマ数字のⅡ、組織としての要請に応えられるかという次のページ、まず１.として資

金面でございますけれども、これも縦に見ていただければと思いますが、譲渡した場合、

民間事業者なり地方公共団体に譲渡した場合は、譲渡収入の範囲内では負債なり見合いの

支払い利息の減少は行えるだろうと。受け手となる民間事業者は、当然、自分が経営でき

る範囲のものを受け取りますので、自立的な経営が可能ではあろうと思います。 

 地方公共団体に譲渡するということで、公営住宅階層の者が多く住む住宅につきまして

は、赤字の住宅も結構あるところでございますが、少なくともＵＲの経営という点でいえ

ば、一時的な譲渡損を計上しても、結果的にＵＲの採算性が改善される点はあるのかなと

思います。 

 また、先ほどと同じですけれども、ＵＲにつきましても株式会社化で民間の出資が出て

くるということであれば、株式売却収入で負債なり、見合いの支払い利息の減少が期待で

きようかと思います。 

 一方でデメリットですが、これは先ほどと同じですけれども、適正な譲渡益収入が得ら

れなければ、多額の売却損なり、負債の解消ができないということ。それから、黒字の住

宅を譲渡した場合には、利益率の高い収益源が失われますので、欠損金の補てんなり、欠
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損は増加するということもあり得るかと思います。 

 地方公共団体に譲渡した場合には、資金調達の金利が高まる可能性がございますので、

ＵＲ以上に厳しい経営状況になるかもしれないという点に留意しておく必要がある。 

 また、ＵＲにつきましても、株式会社化なりした場合には市場から資金調達をしなけれ

ばいけませんので、コストとしては上昇するかもしれません。逆に公的主体であっても、

逆に公的主体であるということからして収益性が低下しますので、自力で負債を解消する

ということが困難になるという点はあろうかと思います。いずれにいたしましても、どう

いう価格で譲渡するのかということが最大のポイントになってくるものと思っております。 

 次のページ、２.でございますけれども、付与される権能ということで、財投、政府保証、

法人税、事業をする施行権能、それから中立公正な立場ということで、それぞれ整理をさ

せていただいております。おそらく、メリ、デメがつくのか、つかないのかという点でい

えば、そのような表のとおりになるのかなと思っておりますけれども、一番右側の留意点

のところでございますけれども、権能につきましてはプロジェクトそのものの公益性を総

合的に判断することによって、個別のプロジェクトごとに民間事業者に権能を付与するこ

とが可能なのかどうかですとか、中立公正な立場ということについていえば、国が直接中

立公正な立場からコーディネートすることも考えられるのではないかという点を、１点留

意として述べさせていただければと思います。 

 次のページ、３.でございますが、自立的な経営が図られるかということで、効率性の向

上、事業の透明性、ガバナンスの確保、採算性の確保、市場家賃の徴収ということでござ

いますけれども、これはばらばらに書いてございますけれども、経営のノウハウをこれま

で使えるかということでいいますと、民間事業者は当然自分が持っている創意工夫を生か

した経営が可能だろうと。 

 また、地方公共団体につきましても、公営住宅については現在管理をやっておりますの

で、公営階層の方の住宅については適切な管理が可能であろうと思います。 

 一方で、高齢者向けの住宅ということでいいますと、これまであまりやっている実績は

なかろうと思いますので、これまでノウハウはないということでございます。 

 ＵＲについては、これまでのノウハウというものは少なくても、これからどういうもの

を担っていくかというのはまた別でございますけれども、これまでの住宅のノウハウは活

用可能であろうかと思います。 

 また、事業の採算性等々という面でいいますと、当然、民間事業者につきましては事業
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の採算性が徹底されて、効率的な事業遂行がなされるだろうと。 

 一方で、残されたＵＲにつきましては、黒字の住宅のところでございますけれども、自

立的な経営はおそらく困難になってくるかと思います。また、ＵＲにつきましても、株式

会社化した場合には株式会社のガバナンスですとか、完全民営化した場合には市場からの

監視も期待できようかと思いますけれども、一方でこれまでの組織を引きずっている部分

もございますので、随契見直し等の効率性の向上にどこまで期待していいのかどうかとい

うことですとか、政府の関与が非常に強いということであれば、直接的に権限を行使でき

るということはありますけれども、逆に自立的な経営にならないですとか、公的主体とし

て組織の維持拡大を図ろうとする観点から、非効率なことが行われる可能性もあるのでは

ないか。 

 それから、またガバメント・オーダーといった不透明なことが行われたり、政府による

監視がどうなるのかというところも１つ注意をしておかなければいけない部分なのかなと

思います。 

 また、家賃ということについていいますと、デメリットの部分に記載させていただいて

おりますが、基本的には市場家賃の徴収は可能かとは思いますけれども、公営住宅として

譲渡する場合には完全に市場家賃ではなく、応能応益家賃という形になりますので、家賃

の数字が全然別のものになってくるということ。 

 それから、高齢者向けの住宅として譲渡するですとか、地方公共団体の関係、ＵＲの関

係ということでいいますと、それぞれ何らか公的性格、ＵＲの後継組織ということを理由

に、市場家賃を徴収できない可能性も少し留意しておかなければいけないだろうと思いま

す。 

 最後にローマ数字のⅢ、実現可能性ということでございますけれども、民間に譲渡する

ということについていいますと、再三ご指摘をいただいておりますが、賃貸で１１兆円、

都市再生で０.４兆円の有利子負債、それから０.４兆円の繰越欠損金がございますので、

これを解消できる譲渡金額になるのかどうかというものが最大の論点になろうかと思いま

す。 

 また、地方公共団体に譲渡する場合には、政策的に活用するということをもって、雇用

促進住宅は現在譲渡するに際して１０年間公的賃貸住宅として活用するということを条件

に、時価の半額で譲渡している実態がございますけれども、同じようなことを求められる

可能性は否定できないかと思います。 
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 公営住宅につきましては、財政事情などから引き受けをなかなか示していただけない。

大阪府なり埼玉県から引き受けてもいいという部分もございますけれども、そもそも受け

入れるつもりはないという旨の意見が大半であるということですとか、高齢者向けの住宅

については、現在、地方公共団体は公営住宅、低所得者向けの住宅を担当するという建付

けになっておりますので、そもそも国と地方の役割分担の再整理が必要であろうと思いま

す。 

 いずれにせよ地方公共団体という面では、どちらの政策的な必要性に基づいてどういう

事業を実施して、その費用をどう分担し合うのかということがポイントになってこようか

と思います。 

 ＵＲにつきましては、基本的に国の中の話でございますので、国として実施する意思が

あれば、可能かとは思いますけれども、株式会社化するということであれば、逆に今度、

設立された株式会社が倒産法の適用も受けますので、つぶれてしまっては困るという部分

もございます。継続的に資金調達を行って契約を行っていける負債だけを引き継がせると

いうことについて、先ほど国鉄清算事業団という話がございましたけれども、残った負債

なり欠損金を税金で処理することに国民の理解は得られるのかどうか。それから、組織形

態の変更に伴って一定の手続が必要になりますので、前回、ＵＲが公団から独法になるに

際しては２年半ぐらいかかっておりますけれども、それなりの手続期間が必要だというこ

ともございます。 

 また、財投の対象から外れるということがございますので、これを全部民間資金に置き

かえることが可能なのかどうか。また、完全民営化ということであれば、繰越欠損金を回

収して利益を上げて、上場するというのが最終的な目的になりますけれども、そういう体

制にそもそもなり得るのかどうかという点も留意しておかなければいけないと思います。 

 一方、公的主体ということについても、独法という形態、今、ＵＲはそうなっておりま

すけれども、制度自体を見直しするということを言われておりますが、将来的にはそもそ

も独法という形態自体がなくなってしまうかもしれない。 

 また、仕分けの場では国のほうで担うということもご指摘いただいておりますが、現在、

国営住宅という制度は存在しませんので、国が直接事業を行う場合には、その体制を含め

た制度設計も必要だという点に留意をしていただく必要がございます。 

 最後のページでございますけれども、少なくとも事務局では民間への譲渡の方法として、

地方公共団体への譲渡の方法として２つ、ＵＲの形態として４つぐらいを記載させていた
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だいております。このほかにもいろいろなパターンはあるかもしれませんけれども、この

組み合わせが幾つか、計算上は一応６０通りもあるという形になるわけですけれども、こ

のパターンをどのように考えていくのか。今後、さらに有力なものとして幾つかパターン

をピックアップして、深掘りの議論をしていただくことになりますので、どのようなもの

についてさらに深掘りし、検討していく必要があるのかということにつきましてご議論を

賜れればと思っております。 

 簡単ではございますが、以上でございます。 

【○○委員】  詳細な説明、ありがとうございました。時間が押しておりますので、要

領よくやっていただいたと思います。 

 それでは、これにつきましてご議論いただきたいと思いますけれども、私から申し上げ

るのはあれですけれども、これは○○委員のサジェスチョンだということですが、最初の

部分のところの説明その他につきまして何か補足されることございますか。 

【○○委員】  サジェスチョンだということをあんまり強調していただきたくはないん

ですけれども、前回、非常に厳しい意見を申し上げたので、帰りにこういうまとめ方も１

つありますねということをお示ししただけなので、そういう意味では事務局が考えてくだ

さったというご理解をいただければと思います。ただ、応えてくださって感謝をしていま

す。ありがとうございます。 

【○○委員】  それは大変失礼いたしました。 

 それでは、事務局の原案ですけれども、これについてご議論をいただければと思います

が、○○委員、どうぞ。 

【○○委員】  そもそもの話をさせていただきたいんですが、順不同になるかもしれま

せんが、おまとめいただいたのは大変ありがたく存じます。その上で、まずいろいろな区

分けがある中で、民間事業者に譲渡と書いてあるところの都心部の家賃が高額な住宅とい

う言い方でいいのかどうかということですね。民間事業者が譲渡を受けたいと思うのはむ

しろ収益率が高い住宅というべきものではないかと。それは往々にして家賃が高い可能性

はあるんだろうとは思いますけれども、むしろ民間事業者に譲渡という言葉と連動して想

起するのは収益率が高いと。だから、そんな高い収益率を上げられるんだったら、民間で

もできるだろうという話だろうと思う。以下の論点のまとめは多分おっしゃっているとお

りであると思います。 

 それからもう一つ、地方公共団体に譲渡というところで、高齢者向け住宅ということな
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んですけれども、もちろんこれは特に書きぶりを変えるというものではないんですが、こ

れからの議論の中で想定することとして、高所得ないしは多くの資産を持った高齢者の人

の住宅を供給するということは想定してないということだとすると、実は地方公共団体は

既に低所得者向け住宅をやっているということでありながら、高齢者の中でも低所得の方

がこういう住宅供給を受けられるということとして考えてよいかどうかという話ならば、

特段国と地方の役割分担を大幅に再検討するという範疇にはあまり入ってこないかもしれ

ない。つまり、従来、別に老若問わず低所得者住宅をやっていて、中でも高齢者で低所得

の方がＵＲの住宅にお住まいであるということについてどう考えるかという話だろうと思

うので、たくさん資産を持っている高齢者の方がＵＲにお住まいという可能性はもちろん

あるかもしれませんけれども、少なくともそういうことはあるのかなと思います。 

 それから、ここからはちょっと質問なんですけれども、論点の整理として出していただ

いて、その中で特殊会社で、かつ政府が出資しているものの中で、８ページで政府全額出

資というもので法人税が課される可能性が高いということですけれども、今の政府全額出

資の特殊会社の中で法人税が課されていない会社ってあったように思ったんですが、もち

ろんちゃんと特別な法律の条文があって、そうなっているということなんですけれども、

可能性が高いというのは一般論としてはそのとおりだと思うんですが、課されないように

することもできると考えてよいのかどうかということを１点お伺いしたいと思います。 

【○○委員】  お答えいただけますか。 

【事務局】  ご質問の法人税の部分についてでございますけれども、現在、全額出資の

特殊会社ということで課税されてないのは日本政策金融公庫がございます。ローマ数字Ⅱ

の２.のところに書いてございますけれども、ある意味ではそこだけという形になっており

まして、それ以外の会社につきましてはすべて課税はされていると把握しております。日

本政策金融公庫がなぜ法人税が非課税になったのかということでございますけれども、基

本的には株式会社化された場合には課税されるのが原則ではございますけれども、日本政

策金融公庫につきましては、予算について国会の承認を得るということが法律上規定され

ておりまして、そういうそもそも利益を稼ぐというものを目的とした団体ではないという

ことで、予算についても国会の承認を得るなどのガバナンスがきいているということで、

税務当局との調整のもとに日本政策金融公庫については非課税措置が認められたというふ

うに把握しております。 

【○○委員】  日本政策金融公庫は政府関係機関なので、それは当然、政府関係機関な
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らばそういうことだろうという理解を私はしたわけですけれども、もう一つ、政策投資銀

行は法人税の非課税の規定には入ってないということだったでしょうか。私、うろ覚えだ

ったもので。 

【事務局】  基本的には課税されるということになっております。 

【○○委員】  いかがでしょうか、ほかに。どうぞ、○○さん委員。 

【○○委員】  質問といいますか、どういう形にすればいいのでしょう。例えばメリッ

ト、デメリットの書き方にすごく価値観が入っているような感じがするんです。例えばⅡ

の組織としての要請に応えられるかというところの３.で、高齢者向けの住宅を地方公共団

体に譲渡するというと、デメリットとして、これまでにノウハウがないと書いていらっし

ゃるんです。それではＵＲにはあるのかと疑問になる。これは突然、地方公共団体に譲渡

すると、相手はノウハウがないという書き方とか、あとちょっと戻りまして、Ⅰ番の政策

からの要請に応えられるかと。住宅政策からの要請、いろいろあると思うんですけれども、

これはメリット、デメリットという形で、最初考えやすいかなとも思うんですけれども、

民間事業者に譲渡するとしたらどういうやり方があるのか、家賃補助であるとか。家賃補

助だとすごく煩雑になるという書き方ならわかるんですけれども、ここなどは全く空欄で

すよね。この辺をもうちょっと考えていただかないと、ある形態をとったときにどういう

条件が出てくるのかというのがわからないと思うんです。ですから、その辺についてさら

にご検討をお願いしたいと思います。 

【○○委員】  じゃ、それはご検討をお願いすることにします。○○委員、どうぞ。 

【○○委員】  今いただいている資料というのはロジックの組み合わせだと思うので、

一つの整理としては、これでいいとは言わないですけれども、確認するときに何かあった

っけというものだと思うんです。結局、最終的に案にすり込んでいく作業というのは、こ

れを見て組み合わせて、ああ、これだねとかっていう話ではおそらくないと思うので、リ

アルに案に落とし込んでいかなきゃいけない。それは多分、各委員で違ったりとかするの

かもしれないんですけれども、そういうことを多分しなきゃいけないんでしょうと。これ

はロジックの組み合わせの、こういう話だとこういうロジックがあって、こういうところ

に気をつけなきゃいけないよねみたいな確認のシートでしかないのかなと思うので、これ

から答えが出るわけじゃないと思っているんです。多分、そういう理解で皆さんもいらっ

しゃると思うんですけど。 

 まず、都市再生の部会に行ってないのでわからないんですけれども、前にご説明いただ
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いたときに、実際に今、都市再生のほうで担っている企業のうち、重要なものが２つあり

ますと。１つは地方公共団体向けのファイナンス的機能を果たしている役割と、民間の投

資がなかなかすぐいかないようなところ、ニッチな差額の分６％、この仕分けでもちょっ

と話が出ましたけれども、１０％と４％の差の部分ですみたいな話があって、この２つの

機能ですとおっしゃっていたので、この２つに関して政策目標として必要と考えるかどう

かというのが大前提にあって、仮に必要だとすると、その時点で民ではできないわけです。

実際に地方公共団体向けのファイナンスは民で機能しないと。あと、民だと自由になっち

ゃうから、差額を埋めにいくので読んでいきますよみたいな話なもので、だからこの都市

再生をやるということ、この２つの重要な機能をやりますということであれば、民の出番

はないと。こっちに関してはという話になってきちゃうと思うので。だから、そこに関し

ては、まずやるかやらないかに関して親会議で議論する話なのかなと。そうじゃないとし

たら民でできないので、だとすると、仕分け的な考えでいえば、国が直接独法の形をとっ

てやるのみたいな話になるのかなと。 

 それと切り離して住宅という問題があって、こっちは極めて民に近い事業体ですという

話なので、さっきの民にも似たようなのがあると思いますけれども、こちらのほうがより

あれでしょうと。これも最初のほうから申し上げているように、住宅を整備していくとい

う段階にないことはまず間違いなくて、どれぐらい減らしますかという、５年で何十万戸

とか、最近、何とか計画があって、それは手ぬるいという話も出ていたと思いますけれど

も、大分減らさなきゃいけないという状況にある以上、住民対策みたいなものは絶対に必

要になってくるわけで、住民対策というものを考えていく中で、それは借地借家法という

ものがある中で、どんなふうなやり方をしていくんですかというのはあるんですが、住民

側にこれは民なんですよという、別にその辺の株式会社と実は変わらないんですよという

意識を埋めないと、この問題ってなかなかうまくいかないんじゃないか。もしくは特別な

法制化をするかという話だと思うんですけど。 

 なので、そこで民という意識が必要なんだということであれば、民的なものにしていく

しかないのかなと思っていて、政策的課題の部分で、例えば高齢者の住居を確保するとか、

そういう政策的課題でたしか公有地を使ったりとかやっていますよね。あとはこれから先、

例えば建替えに当たって高齢者向けの住宅に変えていくんですということであれば、何ら

かのそういう政策的な課題は政府出動的な意味で援助しないと多分できない部分だと思う

ので、それは担わせていくんだとしても、そういう民というベースにどういう形で公とい

 -38-



うものを加えていくのかという話になってくるのかなと思うんです。 

 これも最初のほうから話しているので。もう物はあるんだから、それを例えばリノベー

ションなり何なりでということであれば、リノベーションの費用ってだれが出すのとか、

そういう話とかになっていくので、その物件のうちどの部分をそういうふうにやるのかと

いうことも実際に建付けていって、その部分をＵＲの中での公的組織としてどうやって残

すのか。それとも全部一遍に民にしちゃって、そこはほかの民と同じように公的制度を利

用してやってくださいという話にするのか、そういう考え方を整理しなければいけないの

かなと。 

 特に建替えに関して、建替えて、この物件をみんな高齢者向け住戸に変えていきましょ

うみたいな話をするのであれば、今いる人たちに建替え後の物件にそのまま移動して住ん

でください、その家賃も変わりませんみたいな話というのはどう考えてもおかしいので、

これがある以上は建替えを支援していくみたいなことというのは、どうもできなくなっち

ゃうと思うんです、論理的に言って。なので、その辺の仕組みをなくしていくしかないの

かと。単純に高齢者対策の住宅として整備される新しい建替え後の物件に関しては、そこ

からまた全高齢者を対象にしてサービスする。それはひょっとしたら公的制度を利用した

民に運営させるという方法もあるかもしれないし、そういう形に向けるんですという整備

をするのであれば、そこはひょっとしたら公的組織として一部残す可能性もあるかもしれ

ないみたいな、もう少しそういう政策との兼ね合いというか、今後のＵＲの課題との兼ね

合いで詰めていく議論が必要なんじゃないかと思います。 

 今のだけでは足りないとは思うんですけども。それで、借金、どうなっちゃうんですか

というところは、それが先にあって、それに対して何か手当てができるのかできないのか

という話で考えていく話なのかなと。あんまりまだきちんとはまとまってないんですけれ

ども、そういう観点からの思考でもう少し詰めていく作業が今後必要になるんじゃないか。

だから、さっきつくっていただいたシート自体は、あれはあれで置いておいて、一応確認

しながらいくというだけなのかなという感じもします。 

【○○委員】  何点かなんですけれども、まず１点。これは○○委員のご意見をお聞か

せいただければと思うんですけれども、事業仕分けのところでも、あるいはここのペーパ

ーのところでも高齢者だけの住宅というところが１つ出てきているんですけれども、この

親会の初回のところでジェロントロジーというのを出させていただきまして、○○委員も

その研究に加わっていらっしゃるということで教えていただきたいと思うんですけれども、
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ジェロントロジーの観点からしたときには、若い世代といいますか、例えば非常に小さな

子どもを持つ世帯などと一緒に共同で暮らすほうがいいという見方もされているやに思っ

たんですが、そういうふうな観点を持って住宅のところについて考えたほうがいいのかな

と思っていますので、その点の確認というのが１点です。 

 それからもう一点は、このペーパーそのもののところなんですけれども、都市のところ

は私も出てないので、明確な意見という形で申し上げるわけではないんですけれども、例

えば特殊会社で一部民間出資ありというところについて、かなり否定的なデメリットとい

う形で書かれているようなんですけれども、私はこの部分というのは成り立ち得る可能性

があるのではないかと。すなわち今現在は情報の非対称性のところで、特殊な機関がこう

いった機能を担わざるを得ないというふうに整理されるかもしれないけれども、民間のゼ

ネコン等がこの辺のところに関してノウハウを得ていくことによって、民間の事業者がか

なり行い得る余地が広がっていくのではないか。また、そういうふうな思考の中では、民

間も金と人を出す可能性があるのではないかという見方も私はしておりまして、そういっ

た意味から５ページの特殊会社のデメリット、ここの記載についてはいかがかなと思って

いるところです。 

 それから、１つの大きな焦点である負債問題なんですけれども、これまでに今現在の負

債が形成される経緯というのを見せていただきましたけれども、その時点、時点での負債

形成、過去のところでの負債形成の経緯まではご説明いただいてはいないと思っているん

ですけれども、以前の推移を拝見させていただいたところで私が感じましたのは、今の１

１兆円の住宅に関する負債というのは、必ずしもこれまでの住宅の経営、運営から生じた

負債とは言えないのではないかと。ほかの事業から生じてきた負債が、独法化するときに

資産比率で大体案分するという考え方をとるとすると、今のような状態になるという仮定

計算であって、実質的には住宅に関する負債が１１兆円とは言えないのではないかという

疑問を持っているんですけれども、負債についての整理をどのようにするのかということ

がかなり前面になってきましたので、改めてその点での整理をしておく必要があるのでは

ないかというのが負債に関しての１点です。 

 もう一点あるんですけれども、不動産はもちろん土地の価格ですけれども、金融危機前

からのマンションなどの崩壊のようなところからずっと金融危機を受けて、完全に土地バ

ブルが崩壊したと。今現在、都心部は数億円単位の物件は大分立ち直りつつあるという状

況と言えるかと思っていますが、地方においての下落はすさまじい状況が見られるなとい
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うのが、この春に改めて不動産鑑定したところなどを見ていて感じるところです。それで、

また今後このような状況がどういうふうに推移するかというところですけれども、日本の

人口が大きく全体減少するという中で、地価の下落というのは首都圏を除いてはまず中長

期的に必至だろうなと思いますし、首都圏も２０２５年あたりを境にしてどうなっていく

かという、かなり悲観的な見方が出てくるのではないかと。そういうことを考え合わせて

負債の処理を考えていく必要があるのではないかなと私は思っております。 

 以上、４点ですが、最初の１点、○○委員にご意見をいただければありがたいんですが。 

【○○委員】  私が答えるのが適切かどうか知りませんけれども、高齢者住宅の問題と

いいますのは、今は全体として高齢者が増えてきた場合に快適に暮らせるような住宅がど

こも限らず減ってきて、少なくなるだろうということなんです。要するにエレベーターが

ない高層であるとか、そういうところが問題になっていて、若い人たちと一緒に住むかど

うかということもありますけれども、高齢者が住んで、きちっと暮らせるような住宅をど

うしていくかというのが課題になっていると思います。ＵＲの場合には、もう住んでいら

っしゃる方がずうっと住み続けたいとおっしゃるわけですけれども、基本的に住み続けら

れなくなってくるのではないかという点が問題になっているところだと思います。よろし

いでしょうか。 

【○○委員】  時間が過ぎて申しわけありません。さっきはそもそも論の話だったので、

もう少し突っ込んだ意見を述べさせていただきたいと思うんですけれども、まず先ほど○

○委員も若干そういう、つまり賃貸住宅事業と都市再生事業とそれぞれ性格を異にしてい

るところがあるというご発言だったと思いますけれども、そういう観点からすると、ＵＲ

をそのまま両事業を両方とも担わせる組織として残すのか。それとも都市再生事業と賃貸

住宅事業は分けて、別組織にするという考え方もあり得るんじゃないのかと。それぞれの

官と民の性質の違いに着目して、それぞれが置かれる将来像というものを検討するという

ことが可能なのかどうかというところは、少し議論が及ぶといいのかなと思います。とい

っても、そんなに残された会合の回数はないんですけれども、少なくとも一体でなきゃい

けないという理由が積極的に見つかるかどうかということは確認をする必要があって、そ

れは確実に一体でなきゃいけないと。シナジー効果は抜群に働いているということであれ

ば、そうなんですけれども、必ずしもそうでもない、分けられるということであれば、無

理にくっつけて両方とも一体でやる必要はないかもしれないと思っている。 

 ただ、もう一つ、先ほど来議論があるように、債務の問題というのも私は重要な問題と
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して無視できないと。私は別のグループの事業仕分けにいたので、全然ＵＲの事業仕分け

には加わっていないわけですけれども、債務の問題があまり顕著に議論されていないよう

な印象、判定の際に考慮されてなかったような印象を持ちまして、要は賃貸住宅も民間に

任せられるものは民間に任せばいいということではあるんだけれども、もちろんこの資料

３にもそういうことが論点として挙げられているわけですけれども、問題は収益率の高い

というか、民間に譲渡できる物件を譲渡するということにしたとき何が起こるかというこ

と。 

 もちろんご懸念として、この論点として出されているわけですし、さらにもう少し深く

考えてみると、民間の事業者は収益率としてきちんと稼げる物件でなければ買おうと思わ

ない、譲渡を受けようと思わないということです。現在価値で仮にＵＲ側と民間事業者と

が同じ情報を持っていて、結局のところその物件を得るということになったとき、民間事

業者はＵＲから買った値段で、さらにそれでも利益が上がるということでなければ買わな

いはずです。そうすると、別の言い方をすると、ＵＲがそれをずっと持っていたほうがう

べかりし収益で債務を償還できたかもしれないけれども、そのうべかりし利益は民間事業

者に半ば売り渡してしまうということになると。 

 そういうことだと、結局のところ債務償還に支障を来すかもしれないという問題が当然

出てくるわけです。ただ、必ずしも全部売っちゃいけないかというと、そういうわけでは

なくて、幾つかのケースでは売っていいだろうということです。まず１つは、ひょっとす

ると、仮に、例えば収益率に換算して３％の収益率が上がる物件をＵＲが持っていて、そ

の３％の収益を使って債務を償還する予定だったけれども、民間事業者がその物件を買い

たいと。それで買って、３％の収益相当分をちゃんとＵＲに譲渡金額としてお支払いする

と。そうすると、ＵＲとしては当初予定していた収入が、先に売却することによって得ら

れて、割引、現在価値等に直して。それでいて、民間の事業者が新たな何らかの開発をそ

こで行うことを通じて、ＵＲにできなかった新しい収益源を見出して、それで開発すると

いうことが民間事業者のアイデアとしてあれば、それはお互いウィンウィンというか、Ｕ

Ｒもちゃんと得べかりし収入を得て、かつ民間事業者はＵＲにできなかった事業を新たに

買ったものを通じて行うことでそれができる場合は、これは民間に譲渡してということは

お互いにウィンウィンでいけるだろうということ。 

 それからもう一つは、必ずしも金利変動リスクがあるので、ＵＲの経営は楽観視できな

いというところはあるんですけれども、ひょっとしたらさらなる効率化努力をＵＲないし
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は後継組織が行うことを通じて、それほど高い収益率の物件を持たなくても、もっともっ

とちゃんと真っ当に債務を償還できる、もちろん厳しいわけですけれども、できるかもし

れない。そういうことであれば、高収益率の物件は民間にあえて売ってしまって、さらに

追い詰めていくというか、厳しい経営環境の中でちゃんと赤字を膨らませないように、債

務をきちんと償還できるように頑張って、もっとさらに効率化努力をせよというふうに、

かわいい子には旅をさせろじゃないですけれども、そういう形にすることを通じて、結局

のところ民間の事業者も育ち、ＵＲもさらなる効率化することを通じて国民負担を増やさ

ないようにするという形に持ち込めば、民間に売却するという手も一つの方法だろうと思

います。 

【○○委員】  ありがとうございました。これは予定された時間が１５時３０分で、も

う１５分オーバーしてしまって、私の不手際で申しわけないんですけれども、そこでそろ

そろ締めくくりにというふうに思っておりますけれども、特に何かご発言ございますか。

そういう言い方をして、発言しろというのもあれかもしれませんけども。 

 それならば、これからの議論のあれもあるので、少し整理をさせていただきたいと思い

ます。きょうのこの経営形態の評価につきましては、一応論理的な可能性として６０通り

ということですけれども、いろいろな可能性についてべたっと書いてあるわけですけれど

も、実際問題としてこれだけで済むかというと、もっと済まないところもあると思います

し、この中でも論理的には可能であるけれども、現実的な可能性というのは非常に低いと

ころもあろうかと思います。中には、ある意味で同時にとれないような選択肢もあるのか

なという気がしておりまして、この辺について少し整理をする必要があろうかと思ってい

ます。 

 その整理に関して申し上げますと、１つの重要な点は、今、○○委員がまさにご指摘に

なりましたけれども、これは要するに都市再生事業と住宅事業とそれぞれ分離できるとし

て、それぞれについてこの可能性があるとしたら、この組み合わせというのはもっと多く

なってしまうわけです。前回出てまいりました資料はその可能性も多分にあると思います

し、今、○○委員のご指摘になったとおりなんですけれども、他方におきましては住宅の

建替えにおいて都市再生のノウハウはかなり大きな役割を果たしているということと、そ

れに従事していらっしゃる方がかなりいるということで、その辺についてももう少し精査

をする必要があると思いますけれども、最初にそういう意味で議論することからいいます

と、両者をきっぱり分けてしまうという考え方か、あるいはこれは一応一体として議論し
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ていくのかと。今の○○委員のご発言の趣旨はどういうふうに解釈できるかって、いろい

ろあるかと思いますけれども、現実問題としましては、これを分離して全体を民営化する

ということはかなり難しいのかなという印象も持っているわけです。 

 その意味でいいますと、これはとりあえずは一体としてどういうことが考えられるのか

なという前提で後の議論を詰めていかないと、ここのところは最初、論理的な可能性も広

げますと、相当複雑な議論になってくるのかなということを懸念しておりまして、そのあ

たりについてどうしたらいいのかなというのは、私自身は今悩んでいるところでございま

す。都市再生については民営化は相当難しいかなと。印象としては、今もお話がございま

したし、そういうことですが、住宅にしても全面的にということはあまり現実的ではあり

得ないと。にもかかわらず組織の形態として分けたほうがいいのかどうなのか。分け方に

もいろいろあるのかということになってくると、そこのところを議論しませんと、今回出

てきた資料はそれぞれについてこの可能性があり得るということだと思いますので、今申

し上げた点をどうするかと。私自身は少しその辺を整理して、例えばその２つの事業を一

体的な組織の中でやるほうがいいのかどうかということを念頭に置きながら、ある意味で

一体的にやって何が不都合なのかどうなのか、また分離した場合にメリット、デメリット

は何なのかということを最初に、今回はあれですけれども、次の全体会議何なりで確認し

ていただいて、絞り込みをしていければと思っております。 

 そのときに２番目のポイントですけれども、１つの論点になるのは、○○委員がいらっ

しゃる前に実は○○委員が指摘されたところで、仕分けのところなんですけれども、債務

の話はこの間の仕分けではほとんど出ておりませんで、これをどうやって返していくのが

一番合理的なのか。金利によって返せるかどうかもあれですけれども、これが持っている

問題は、組織のあり方として経営面から見ていく場合には一番のポイントになってくるか

なと思っております。今の話でもそうですけれども、民間に譲渡ということもありますけ

れども、譲渡した上で、しかも将来的な借金の返済部分の負担が減るということであれば、

やる意味があると思いますけれども、短期的な財政上の都合で売ってしまって、後で借金

はということでありますと、これはまた解決の方法としていいのかどうかということもあ

ると思います。 

 ただ、短期的にやった場合にも、これは政策の問題に関連しますけれども、住宅ですと、

国ないし地方自治体が面倒を見てくれるという話であれば、これは少なくともＵＲ単体に

とりましては合理的な解決方法なのかもしれませんけれども、これだけの大きな組織と今
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まで担ってきた政策的な役割を考えた場合には、そういう形で、言うなればツケを押しつ

けるような形での答えを出すというのもいささか無責任ではないかなと考えておりまして、

そういう意味でこれからどうするかということですけれども、少しこれは事務局にご検討

いただきたいと思いますし、後は何人かの経営分科会の方もそうですし、それぞれの部会

の分科会長の方にもご相談をしてということになるかと思いますけれども、少しこの案を

絞り込む形で、もう少し議論をしやすい形で整理していただいて、それについてまたさら

に議論を続けていただくということではいかがかと思いますけれども、積極的なご反対の

意見でも。 

 それともう一つ、きょうはあんまり大きく出ておりませんけれども、仕分けもそうです

し、この委員の中で○○委員などがかなり強調されていたのは、人の問題もあるものです

から、そういうことも含めてどのような形で考えるかということについて、全部論理的な

可能性を順番に詰めていくというのではないんですけれども、例えでいいますと、政策的

判断で少し絞り込むということで、議論をもう少し前に進めるようにさせていただければ

と思います。 

【○○委員】  幾つか多分、意見が分かれちゃったりすると思うんです。特にここまで

ＵＲがいろいろ問題視されるようになったというのは、組織の大きさというのがあって、

だからこそ関連会社もいっぱいあるわけで、１社１社にしてみれば、それほど大きくない

利益を集めることによって、非常に大きな権益を生んでいたというのは事実なので、ガバ

ナンスの観点から分割とか、細分化みたいなものは非常に考えて取り組まなきゃいけない

問題なんだろうと思っているので、そういう観点から見ると、都市再生と住宅を分けると

いうことに関しては僕はマストなんじゃないかとむしろ思っているので、その辺の議論を

しっかりさせていただきたいと思います。 

【○○委員】  わかりました。その点も含めてですけれども、これは一々細かい個別に

どうなっているかというのを含めて全部やると、論理的な可能性が大きくなるので、その

意味でいいますと、２つをどうするかということをあらかじめ。今度の仕分けで、多分そ

の辺のことが問題になるのかなというので、最初に伺ったんですけれども、少なくとも事

業別で上がってきて、組織を分割するとか、その話は出なかった。これを見る限りですと、

どうも組織については一体で、今までの形で少し変えていくというニュアンスで仕分けの

結果が読み取れるのかなと思ったんですか。 

【○○委員】  そういうところまで踏み込んでないので、むしろ民営化とかっていう話
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であれば、蓮舫さんとかが話しされていたのは、結局、都市再生事業に関していえば、こ

れは民間でできるんですか、できないんですかみたいな話が内部にあって、できないとい

うことであれば、それは必然的に国がやるか、地方がやるか、独法がやるかしかないみた

いな、それに近い議論にしかならないから。だから、そこに関しては、民営化しなさいみ

たいな住宅の部分の話とは多分違うんです。少なくともあとは住宅の部分に関しては民営

化してくださいみたいな話とかっていうのは確実に出ていたので、そういう意味でいうと、

その時点でも１つの組織としてあり得ないという結論を仕分け結果が示しているとも言え

なくはないかなと思います。 

【○○委員】  補足情報で。 

【○○委員】  私は事業仕分けの場では別のグループだったので、直接は携わってない

んですが、実は蓮舫議員たちとＵＲの晴海の住宅に視察にまいりまして、そのときにまさ

にあそこは１つの象徴だと私が見たのは、あれでほんとうに都市再生と賃貸住宅とはシナ

ジー効果があるのかどうなのかと。理事長もいらっしゃったんですが、残念ながらあまり

そこへ時間を割いて私が質疑できなくて、どうも聞いていると、あまりそこにはご関心が

あの当時はなかったという感じだったんです、事業仕分けとして。私が申し上げたいのは

そこなんですが、結局、事業仕分けでは組織形態としてＵＲを賃貸住宅事業と都市再生事

業と一体にするのか、分離するのかということは政策論にもかかわるところだから、事業

仕分けの対象としてはあまり議論するものではないと。そういうことだったんだろうと思

うので、むしろある意味で事業仕分けの結果は、組織論とは関係なく出されたものだと理

解したほうがいいんじゃないかと思います。 

【○○委員】  わかりました。今のご意見もそうですけれども、この両方の組織を一体

にするか、どうするかということについて、仕分けではほとんど議論されてないというこ

とだと思いますが、それも含めてまずその辺を一度議論した上で、次に、例えば住宅なら

住宅のどの部分をどうするかという話になると思いますし、両者の財務の関係について一

応資料は出ていましたけれども、その辺についてもう一度きちっと議論をしていただいた

ほうがいいのかなと思っております。 

 これは時間が迫ってまいりまして、いろいろな可能性が出てまいりましたので、どう整

理するかというので、事務局も悩んでいらっしゃるところだと思いますけれども、少しそ

の辺は私と事務局で相談をさせていただいて、いずれにしましても論点を絞り込むという

形で議論をさせていただければと思います。 
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【○○委員】  今、大きな話で、分けるか分けないのか。それから、２番目に債務だと

思うんですけれども、きょうご議論に出た関係法人との関係といいますか、どうしたら随

契の見直しを越えて、後ろ指を指されないかということだと思うんです。形態が決まって

いくと思うんですけれども、また分けたの、つけたのという議論で、債務はどうするのか

ということは決着しても、実態として伏魔殿的なイメージが残ってはあり方懇の意義とい

うのも問われると思うので、そこのところ、どういう回答があり得るのか考えていただけ

るとありがたいです。 

【森田分科会長】  大分時間が過ぎましたので、これくらいにさせていただきますけれ

ども、もう一つ申し上げておきますと、前に私も申し上げましたけれども、これはなかな

か問題は難しいので、答えを１つだけここで絞り込むというのは難しいかなと思っており

ます。こういう選択肢とこういう選択肢があって、それぞれについてメリット、デメリッ

トはどうであると。最終的には三役なり何なりがご選択するという形で回答を出す方法も

あり得ると思っておりますし、現状ではある程度それは避けがたいかなという気もしてお

ります。これは私の個人的なあれですけど。 

 ということで、予想外に時間がたってしまいましたけれども、特にございませんね。 

 それでは、このあたりで本日の議論を終わらせていただきたいと思います。どうも長く

延びてしまいまして申しわけございませんけれども、事務局からご連絡をお願いいたしま

す。 

【瀬口民間事業支援調整室長】  時間を超過しておりますが、１点だけ。お手元に今後

の日程を参考ということで１枚つけておりますが、実は次回の経営分科会は６月９日に予

定いたしておりますが、本分科会の分科会長であり、親委員会の委員長でもあります森田

座長から、最終の取りまとめまでの時間もだんだん少なくなってまいりましたので、議論

を効率的に行うという観点から、この経営分科会を親委員会として開催することにしては

どうかというご提案をいただいております。次回、親委員会は５月２７日に予定されてお

りますので、本分科会以外の分科会にご所属の委員の先生方のご意見も伺いながら、でき

ればこの方向で親委員会をこれから予備日も含めて４回開会するという形で対応したいと

思っております。 

【森田分科会長】  私からお願いしまして、部分的にしか出ていらっしゃらない方とも

う一度重複した形でのいろいろな意見とか発言がございますので、皆さんに集まっていた

だいたほうがいいのではないかと考えた次第ですので、よろしくお願いいたします。 

 -47-



 -48-

【瀬口民間事業支援調整室長】  それでは、本日の資料につきましてはそのままテーブ

ルに置いておいていただければ、郵送をさせていただきます。 

 本日は長時間にわたりましてご議論を賜りまして、ありがとうございました。 

 以上をもちまして本日の検討会を終了いたします。 

── 了 ── 


